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別紙様式１－２－２ 北見工業大学

・教員の年齢別・性別内訳（別紙様式１－２－２）

35～ 45～ 55～

44歳 54歳 64歳

教授 43 41 2 0 4 14 25 0
准教授 39 37 2 1 18 9 11 0
講師 1 1 0 0 0 1 0 0
助教 36 35 1 12 17 4 3 0
計 119 114 5 13 39 28 39 0
％ 95.8% 4.2% 10.9% 32.8% 23.5% 32.8% 0.0%

教授 44 42 2 0 4 13 27 0
准教授 41 39 2 1 20 9 11 0
講師 1 1 0 0 0 1 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0
計 86 82 4 1 24 23 38 0
％ 95.3% 4.7% 1.2% 27.9% 26.7% 44.2% 0.0%

教授 44 42 2 0 4 13 27 0
准教授 38 36 2 1 20 9 8 0
講師 0 0 0 0 0 0 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0
計 82 78 4 1 24 22 35 0
％ 95.1% 4.9% 1.2% 29.3% 26.8% 42.7% 0.0%

【分析の手順】
・教育研究上の基本組織ごとに、教員の年齢及び性別の構成を職階別に確認する。

基準１－２　教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置されていること

分析項目１－２－２ 教員の年齢及び性別の構成が、著しく偏っていないこと

所属 職名 人数 

内訳

性別 年齢

男性 女性

※学部・研究科ごとに算出してください。
※算出にあたっては、認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式１の「教員組織」のデータと整合性をとってください。

～34歳 65歳～

工学部

工学研究科博士後期課程

工学研究科博士前期課程
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別紙様式１－３－１ 
北見工業大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－１ 教員の組織的な役割分担の下で、教育研究に係る責任の所在が明確になっていること 

 

【分析の手順】  

・教員の所属する教員組織（学部・研究科等又は研究院等）及び学部・研究科等における教育の担当の状況について確認する。 

・学部と大学院それぞれの教員組織における責任体制（学部であれば学部長、学科であれば学科長あるいは学科主任等）についても確認する。 

 

・教員組織と教育組織の対応表（別紙様式１－３－１） 

教員組織 
主に対応する教育組織 

根拠資料 
学士課程 大学院課程 

工学部 工学部 工学研究科 

根拠資料 1-3-1-01 北見工業大学学則 第 4条 

根拠資料 1-3-1-02 北見工業大学大学院規程 第 4条～第 6条 

根拠資料 1-3-1-03 国立大学法人北見工業大学組織規則 第 20 条、第 21 条 

第 21 条の 2、第 23 条、第 24 条 

根拠資料 1-3-1-04 北見工業大学系に関する規程 第 3条 

根拠資料 1-3-1-05 北見工業大学学科長に関する規程 第 3条 

根拠資料 1-3-1-06 北見工業大学大学院専攻主任に関する規程 第 3条 

根拠資料 1-3-1-07 役職員名簿 

 



別紙様式１－３－２ 
北見工業大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－２ 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っていること 

 

【分析の手順】  

・教授会等（教育活動に係る重要事項を審議するための組織）について、構成、責任体制及び審議事項、権限委任事項等を確認する。 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績を確認する。 

※教育活動に係る重要な審議事項とは、学校教育法第 93 条第 2項に定めるものをいう。 

 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績一覧（別紙様式１－３－２） 

会議等名称 規定上の開催頻度 前年度における開催実績 

教授会 なし 7 回 

大学院研究科委員会 なし 6 回 

   

   

   

   

 

 



別紙様式１－３－３ 
北見工業大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－３ 全学的見地から、学長若しくは副学長の下で教育研究活動について審議し又は実施する組織が機能していること 

 

【分析の手順】  

・教育研究活動について全学的に審議し又は実施する組織については、構成、責任体制及び審議事項、権限委任事項等を確認する。 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績を確認する。 

※教育研究活動について全学的に審議し又は実施する組織とは、教育研究評議会（国立大学）、教育研究審議機関（公立大学）、全学教務委員会、教育改革推

進機構等を指す。 

 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績一覧（別紙様式１－３－３） 

会議等名称 規定上の開催頻度 前年度における開催実績 

教育研究評議会 なし 14 回 

   

   

 

 



別紙様式２－１－１ 
北見工業大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－１ 大学等の教育研究活動等の質及び学生の学習成果の水準について、継続的に維持、向上を図ることを目的とした全学的な体制（以下、

「機関別内部質保証体制」という。）を整備していること 

 

【分析の手順】  

・該当する体制に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）が定められていることを確認する。 

・該当する体制において、教育研究活動等及び各教育課程について責任をもつ者（学部長や研究科長等。分析項目２－１－２との関連に留意）と上記責任者

との情報共有の形態（委員会やセンターのような組織の名称と体制。複数の組織が共同して行う場合はすべてを記載）を確認する。 

※内部質保証：「大学等が、自らの責任で自学の諸活動について点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努め、それによってその質を自ら保証す

ること」（大学改革支援・学位授与機構『高等教育に関する質保証関係用語集第四版』）。 

 

・内部質保証に係る責任体制等一覧（別紙様式２－１－１） 

確認すべき要素 大学における状況 根拠規定 

（１）中核となる委員会等の名称 
経営協議会 

教育研究評議会 

根拠資料 2-1-1-1 国立大学法人北見工業大学経営協議会規程 第 3条 

（再掲）根拠資料 1-3-3-1 国立大学法人北見工業大学教育研究評議会規程 

第 3条 

（２）統括責任者 

学長 

根拠資料 2-1-1-1 国立大学法人北見工業大学経営協議会規程 第 5条 

（再掲）根拠資料 1-3-3-1 国立大学法人北見工業大学教育研究評議会規程 

第 5条 

（３）自己点検・評価の責任者 学長が指名する理事（総務担当） 根拠資料 2-1-1-2 国立大学法人北見工業大学大学評価委員会規程 第 5条 

（４）改善・向上活動の責任者 学長及び部局等の長（各機構長、各センター長、技術

部長、事務局長） 
根拠資料 2-1-1-3 国立大学法人北見工業大学評価規程 第 8条 

（５）委員会等の構成員 学長が指名する理事（総務担当）、事務局長、各系(基 根拠資料 2-1-1-2 国立大学法人北見工業大学大学評価委員会規程 第 2条 



別紙様式２－１－１ 
北見工業大学 

礎教育系及び地域国際系を除く。)から選出された教授

会構成員（4人）、基礎教育系又は地域国際系から選出

された教授会構成員（1人）、その他学長が必要と認め

た者（0人） 

 



別紙様式２－１－２ 
北見工業大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－２ それぞれの教育研究上の基本組織が、教育課程について責任をもつように質保証の体制が整備されていること 

 

【分析の手順】  

・教育研究上の基本組織と教育課程との関係を確認する。 

 

・教育研究上の基本組織一覧（別紙様式２－１－２） 

教育研究上の基本組織 組織等の長 教育課程 
教育課程ごとの 

質保証の責任者 
備考 

工学部 学長 地球環境工学科 地球環境工学科長  

工学部 学長 地域未来デザイン工学科 地域未来デザイン工学科長  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程機械工学専攻 機械工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程社会環境工学専攻 社会環境工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程電気電子工学専攻 電気電子工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程情報システム工学専攻 情報システム工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程バイオ環境化学専攻 バイオ環境化学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士前期課程マテリアル工学専攻 マテリアル工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士後期課程生産基盤工学専攻 生産基盤工学専攻主任  

大学院工学研究科 学長 博士後期課程寒冷地・環境・エネルギー工学専攻 
寒冷地・環境・エネルギー工

学専攻主任 
 

大学院工学研究科 学長 博士後期課程医療工学専攻 医療工学専攻主任  

※教養教育を実施する組織が、学部や研究科と同様、その質保証に責任をもっている場合は、この表に記載することができる。 

※複数分野にまたがる教育課程を有し、その課程を教育研究上の基本組織とみなしている場合は、この表に記載することができる。 



別紙様式２－１－３ 
北見工業大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－３ 施設及び設備、学生支援並びに学生の受入に関して質保証について責任をもつ体制を整備していること 

 

【分析の手順】  

・施設及び設備の質保証に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認

する。 

・学生支援の質保証に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認す

る。 

・学生の受入に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認する。 

・機関別内部質保証体制と上記責任者との情報共有の形態（委員会やセンターのような組織の名称と体制。複数の組織が共同して行う場合はすべてを記載）

を確認する。 

・該当する体制（組織）の構成員を確認する。 

※「管理運営等の質保証」については、基準３－５で確認 

 

・質保証について責任をもつ体制への構成員等の一覧（別紙様式２－１－３） 

施設設備 

組織 責任者 活動の内容 構成員 

施設環境委員会 
学長が指名する副学長 

（施設担当） 

施設整備計画及び環境対策について適切な措置等を

講じる 

学長が指名する副学長（施設担当）、事務局長（副学長

（施設担当））、各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教授会構成員各１人（４人）、基

礎教育系又は地域国際系から選出された教授会構成

員 1人、その他学長が必要と認めた者（０人） 

 



別紙様式２－１－３ 
北見工業大学 

学生支援 

組織 責任者 活動の内容 構成員 

学生委員会 副学長（教育、学生支援担当） 
学生への支援及び指導に関する重要な事項を調査審

議する 

学長が指名する副学長（教育、学生支援担当）、各系(基

礎教育系及び地域国際系を除く。)から選出された教

授会構成員各１人（４人）、基礎教育系又は地域国際系

から選出された教授会構成員 1人、その他学長が必要

と認めた者（０人） 

学生よろず相談室 室員の互選による教授 

本学学生の学業、課外活動、進路、健康等、学生生活

におけるあらゆる悩みや問題の相談に対応し、適切な

情報提供や助言等を行う 

室長（室員の互選による教授）、学長が命ずる教員６

人、保健管理センター長、学務課長、学務課学生支援

室長、その他学長が必要と認めた者（２人） 

就職支援室 室員の互選による准教授 
本学学生の就職をより円滑に推進するため、全学的立

場から就職支援を行う 

室長（室長の互選による准教授）、副室長（学務課学生

支援室長）、各系(基礎教育系及び地域国際系を除く。)

から選出された教員各 1人（４人）、その他学長が必要

と認めた者（０人） 

教育 IT 支援室 室員の互選による准教授 
本学学生の IT 活用教育をより円滑に推進するため、

全学的立場から支援を行う 

室長（室員の互選による准教授）、副室長（室員の互選

による学務課長）、学長が指名する教員（６人）、学長

が指名する技術職員（１人）、学務課副課長、その他学

長が必要と認めた者（１人） 

障がい学生支援室 室員の互選による教授 

障がいのある学生が、他の学生と等しく教育を受ける

権利が保障されるよう、障がい学生支援に関する方針

の立案及び支援システムを構築するとともに、具体的

方策を検討及び実施する 

室長（室員の互選による教授）、各系(基礎教育系及び

地域国際系を除く。)から選出された教授会構成員各

１人（４人）、基礎教育系又は地域国際系から選出され

た教授会構成員 1人、保健管理センター長、専任教員

（１人）、学務課長、学務課学生支援室長、その他学長

が必要と認めた者（０人） 



別紙様式２－１－３ 
北見工業大学 

 

学生受入 

組織 責任者 活動の内容 構成員 

アドミッションセンター 
教育支援機構長の推薦に基づき

学長が命ずる教授 

本学のアドミッションポリシーに即した入学者を適

切に確保するとともに、入学者選抜の円滑な実施を図

るため、入学者選抜に関する企画、入試に関する広報

活動等を行う 

センター長（教育支援機構長の推薦に基づき学長が命

ずる教授）、副センター長（学長が指名する教授）、兼

任教員（機械電気系、社会環境系及び応用化学系から

選出された教授会構成員各２人、情報通信系、基礎教

育系及び地域国際系から選出された教授会構成員各 1

人）（９人）、その他学長が必要と認めた者（１人） 

 



別紙様式２－２－２ 
北見工業大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－２ 教育課程ごとの点検・評価において、領域６の各基準に照らした判断を行うことが定められていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程ごとの点検・評価において、領域６の各基準で分析する内容の点検・評価を行うことが規定で定められていることを確認する。 

 

・教育課程における評価の内容を規定する規定類一覧（別紙様式２－２－２） 

教育課程 評価の内容を規定する規定類 
内部質保証の統括責任者による

決定日 

地球環境工学科 根拠資料 2-2-2-1 北見工業大学における教育課程に関する点検・評価等実施要項 第 2条 令和元年 6月 5日 

地域未来デザイン工学科   〃   〃 

博士前期課程機械工学専攻   〃   〃 

博士前期課程社会環境工学専攻   〃   〃 

博士前期課程電気電子工学専攻   〃   〃 

博士前期課程情報システム工学専攻   〃   〃 

博士前期課程バイオ環境化学専攻   〃   〃 

博士前期課程マテリアル工学専攻   〃   〃 

博士後期課程生産基盤工学専攻   〃   〃 

博士後期課程寒冷地・環境・エネルギー工学専攻   〃   〃 

博士後期課程医療工学専攻   〃   〃 

 



別紙様式２－２－３ 
北見工業大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－３ 施設及び設備、学生支援、学生の受入に関して行う自己点検・評価の方法が明確に定められていること 

 

【分析の手順】  

・施設設備、学生支援、学生受入に関して自己点検・評価の実施時期、評価方法を規定する規定類を確認する。 

※評価対象事項、実施時期、実施主体、評価基準について具体的に定められていることが必要。 

 

・自己点検・評価の実施時期、評価方法を規定する規定類一覧（別紙様式２－２－３） 

評価の対象 実施時期 評価方法を規定する規定類 

施設設備   毎年度 

毎年度 

根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 2条 

根拠資料 2-2-3-2 北見工業大学における施設等の有効活用に関する点検・評価実施要項 第 2条 

学生支援 毎年度 根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 2条 

学生受入 毎年度 根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 2条 

 



別紙様式２－２－４ 
北見工業大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－４ 機関別内部質保証体制において、関係者（学生、卒業生（修了生）、卒業生（修了生）の主な雇用者等）から意見を聴取する仕組みを

設けていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程、施設及び設備、学生支援並びに学生の受入のそれぞれに関して、関係者(学生、卒業生（修了生）、卒業生（修了生）の主な雇用者等)から意見

を聴取することが定められており、その結果を機関別内部質保証体制が確認する仕組みを設けていることを確認する。 

※聴取対象事項のそれぞれについて、実施時期（頻度）、実施主体、意見聴取内容が具体的に定められていることが必要。 

※学生からの意見聴取については、授業評価アンケートも含む。 

 

・意見聴取の実施時期、内容等一覧（別紙様式２－２－４） 

評価の対象 聴取対象者 実施時期 実施内容 評価方法を規定する規定類 

教育課程 学生 毎学期 授業アンケート 根拠資料 2-2-4-1 授業アンケート実施要項 

施設設備  教職員、学生 
利用開始 1年以降 施設満足度アンケート調査 

根拠資料 2-2-4-2 施設利用満足度アンケート調査 

実施要項 

学生支援  学生 
２年に１度 学生生活実態調査 

根拠資料 2-2-4-3 平成 29年度北見工業大学学生生活

実態調査実施要項 

学生受入 入試合格者 
入学手続書類送付時 入試制度等に関するアンケート 

根拠資料 2-2-4-4 大学入試に関するアンケート実施

要項 

 



別紙様式２－２－５ 
北見工業大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－５ 機関別内部質保証体制において共有、確認された自己点検・評価結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計

監査人からの意見、外部者による意見及び当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）を踏まえた対応措置につい

て検討、立案、提案する手順が定められていること 

 

【分析の手順】  

・確認された自己点検・評価の結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見及び当該自己点

検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）を踏まえた対応措置について、検討、立案、提案するための手順を、それを定めた規定類によって

確認する。 

・自己点検・評価の結果（当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）において確認された事項について、特に教育課程ごとにその質

保証に責任をもつ教育研究上の基本的組織がその対応の方針及び対応の計画を策定していることを確認する。 

※外部者の意見とは、経営協議会、経営審議会等外部者の参画が中心となるものを想定。 

 

・検討、立案、提案の責任主体一覧（別紙様式２－２－５） 

評価の対象 検討、立案、提案の責任主体 検討、立案、提案の方法を規定する規定類 

教育課程 大学評価委員会 （再掲）根拠資料 2-2-2-1 北見工業大学における教育課程に関する点検・評価等実施要項 第 4条  

施設設備  施設環境委員会 

大学評価委員会 

（再掲）根拠資料 2-2-3-2 北見工業大学における施設等の有効活用に関する点検・評価実施要項 第 3条 

（再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 4条 

学生支援  大学評価委員会 （再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 4条 

学生受入 大学評価委員会 （再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 4条 

 



別紙様式２－２－６ 
北見工業大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－６ 機関別内部質保証体制において承認された計画を実施する手順が定められていること 

 

【分析の手順】  

・分析項目２−２−５の手順を経た上で機関別内部質保証体制において承認された対応措置の実施計画について、当該計画を実施するための手順が規程上定

められていることを確認する。 

 

・実施の責任主体一覧（別紙様式２－２－６） 

評価の対象 実施の責任主体 実施の方法を規定する規定類 

教育課程 教務委員会、学務課 （再掲）根拠資料 2-2-2-1 北見工業大学における教育課程に関する点検・評価等実施要項 第 5条 

施設設備  
施設環境委員会、施設課 

根拠資料 2-2-6-1 北見工業大学における施設等の有効活用に関する規則 第 7条 

（再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 5条  

学生支援  学生委員会、学生よろず相談室、就職支援室、

教育 IT 支援室、障がい学生支援室、学務課 
（再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 5条  

学生受入 アドミッションセンター、入試課 （再掲）根拠資料 2-2-3-1 北見工業大学点検・評価等実施要項 第 5条 
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基準２－３ 【重点評価項目】内部質保証が有効に機能していること 

 

分析項目２－３－１ 自己点検・評価の結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見及び当該

自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む）を踏まえて決定された対応措置の実施計画に対して、計画された取組が成果

をあげていること、又は計画された取組の進捗が確認されていること、あるいは、取組の計画に着手していることが確認されていること 

 

【分析の手順】  

・機関別内部質保証体制において決定された対応措置（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見

及び当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む）の実施計画のすべてについて、成果、進捗、検討状況を確認する。 

※確認された事項及び計画された取組については、領域４、５、６の各基準と関連付ける。 

 

・計画等の進捗状況一覧（別紙様式２－３－１） 

改善・向上が必要と確認された事項 
対応計画 計画の実施主体 進捗状況 関連する基準 

年月 内容 根拠資料等 

平成 

29 年 

3 月 

組織の改組 役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

平成 29 年 4月 1 日付けで教育研

究組織の再編（6学科体制からか

ら 2学科体制への改組）等を行う

ことに伴い、関係規程等について

所要の改正を行った。 

役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

教務委員会 

各学科等 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域１ 

基準１－１ 

平成 

30 年 

10 月 

教員組織の再構築 教育研究評議会議事録 大学運営の基盤強化および教育

に関する責任所在の明確化・一元

化のため、教員組織を再構築する

こととした。 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

各教員グループ 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

領域１ 

基準１－３ 
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（    ） 

平成 

27 年 

4 月 

教育支援機構を設置した。 役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

入学者確保及び教育支援の充実 役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域１ 

基準１－３ 

平成 

27 年 

4 月 

社会連携推進機構を設置した。 役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

全学的な視点から地域貢献活動

及び国際交流活動の推進 

役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域１ 

基準１－３ 

平成 

27 年 

4 月 

地域連携・国際交流委員会を設置し

た。 

役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

地域貢献及び国際交流に係る機

能強化 

役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域１ 

基準１－３ 

平成 

27 年 

4 月 

生涯教育支援センターを設置した。 役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

社会人の学び直しを目的とした

生涯学習の支援 

役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域１ 

基準１－３ 

平成 

27 年 

8 月 

教育研究組織の再編 教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

教務委員会の下に、コースごとに

カリキュラム編成 WG を発足し、

理事及び副学長が各 WG のとりま

教育研究評議会 

教務委員会 

全教員 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域２ 

基準２－４ 
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北見工業大学 
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とめ役となり、WG での検討結果

を教務委員会に上げて審議を進

めること、また各 WG の責任者を

決定した。 

□ その他 

（    ） 

平成 

30 年 

7 月 

大学に課された教育・研究・社会貢献

等の様々な役割を全体のパフォーマ

ンスを向上させながら果たしていく

ため、自律的な教育・研究等の奨励に

よる教員のモチベーション向上かつ

一層厳格な評価制度の構築 

役員会議事録 

教育研究評議会議事録 

総合達成度算定式を従来の統一

的な算定式ではなく一定の条件

のもと申請者の裁量で決定でき

ることや各種ライフイベント等

などの特別な事情を考慮するこ

とができること等、大幅に変更を

行い、平成 31 年度教員評価制度

を策定した。 

役員会 

教育研究評議会 

教員評価専門部会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域２ 

基準２－５ 

平成 

28 年 

1 月 

助教の授業科目担当に関する申し合

わせ 

教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

助教は自身の研究活動時間を確

保するため、講義担当科目数を制

限していたが、学内における助教

制度への理解が高まったことか

ら、制限を撤廃する改正を行っ

た。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域２ 

基準２－５ 

平成 

27 年 

1 月 

年俸制 役員会議事録 

経営協議会議事録 

平成 25 年 11 月の国立大学改革

プランを受け、教育・研究業績を

強く反映した新たな給与体系と

して年俸制を導入し、優秀な教員

の獲得を目指すとともに、高い業

績を上げている教員の処遇の改

役員会 

経営協議会 

基本戦略立案会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域２ 

基準２－５ 
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善を図り、教員の教育・研究意欲

と教員の流動性向上を図ること

とした。 

平成 

26 年 

12 月 

教員任期規程 役員会議事録 

教育研究評議会議事録 

労働契約法の改正による無期転

換ルール等に対応するため、任期

満了となる教員が引き続き本学

での勤務を希望する場合、業績審

査により、任期の定めのない教員

とすることができるよう教員任

期規程を改正した。新規採用の教

員については原則任期制を適用

することを維持している。 

役員会 

教育研究評議会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域２ 

基準２－５ 

平成 

31 年 

2 月 

教育研究に係る財源の確保 契約書 管理的経費の見直しを行い、電気

受給契約においては、安定的な供

給に不安があること等の理由に

より、一部の小規模施設を除き大

手電力会社と随意契約を行って

いたが、平成 31 年度以降の契約

について一般競争を行った。年間

100 万円程度の経費削減を見込

んでいる。 

財務課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－１ 

平成 

29 年 

4 月 

会議資料の作成に係る印刷用紙及び

コストの削減 

実際に会議においてタブレットを活

用している。 

ペーパーレス会議システムを導

入した。 

総務課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域３ 

基準３－１ 
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□ その他 

（    ） 

平成 

29 年 

4 月 

学生指導に要する予算の充実 役員会議事録 

経営協議会議事録 

教育研究評議会議事録 

教育研究費の配分方針を見直し、

４年次学生指導に要する予算を

新設、大学院博士前期及び後期課

程の学生指導に要する予算を増

額した。 

役員会 

経営協議会 

教育研究評議会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－１ 

平成 

29 年 

3 月 

教育研究に係る財源の確保 旅費関係書類 管理的経費の見直しを行い、札幌

出張時におけるバスの利用を促

すことにより、ＪＲ運賃とバス運

賃の差額分の旅費（年間約 30 万

円）を節減した。 

財務課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－１ 

平成 

28 年 

度 以

降 

教育研究に係る財源の確保 決算関係書類 平成 28 年度から事務局事務費の

見直しを行い、平成 30 年度まで

に、平成 27 年度比で 8.92％を削

減した。 

財務課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－１ 

平成 

27 年 

7 月 

自己収入増加のための取組 契約書 一般競争入札による寄附金付自

動販売機設置契約を導入し、年間

約 300 万円の収入を得た。 

財務課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－１ 

平成 

27 年 

本学の財務及び会計に関し円滑な業

務のかつ効率的運営を図る 

国立大学法人北見工業大学における

財務及び会計に関する職務権限規程 

職務権限及びその責任に関し必

要な事項を定めるため、「国立大

財務課 □ 検討中 

□ 対応中 

領域３ 

基準３－１ 
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3 月 

 

学法人北見工業大学における財

務及び会計に関する職務権限規

程」を制定した。 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

平成 

31 年 

3 月 

H30.9.6 発生の北海道胆振東部地震に

よる全学停電での対応の反省等 

危機管理マニュアル ○効率的・効果的な緊急連絡 

・教職員緊急連絡体制の見直し 

・学生の緊急連絡（安否確認）体

制の整備 

（ｷｬﾝﾊﾟｽｽｸｴｱ活用の再検討） 

○危機対策の学生・教職員への周

知 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成、研修、ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 

(授業)、その他の方策等での周知 

○危機管理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等の見直し 

危機管理委員会 

（ガイドライン・マニュアル

改正、リーフレット作成） 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－２ 

平成 

30 年 

3 月 

大学院博士後期課程の教育研究体制

等の整備 

大学院工学研究科博士後期課程自己

点検書 

博士後期課程担当教員を対象と

してアンケート調査を実施し、そ

の結果及び機関別認証評価の観

点に基づく現況分析等を取りま

とめ、今後の検討課題を全学に提

示した。 

執行部打合せ  領域３ 

基準３－２ 

平成 

29 年 

10 月 

育児期間中の女性教職員への支援体

制等の強化及び明確化 

学長裁定 女性教員へのアンケートや女性

職員へのヒアリングでの意見等

を基に検討を行い、「女性管理職

登用のためのキャリアプラン」を

策定し、育児期間中の職員に対す

基本戦略立案会議 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－２ 
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る支援方策等に関して、教職員に

広く周知するとともに、「国立大

学法人北見工業大学女性教員へ

の支援に関する要項」を改正し、

育児休業から職務復帰した女性

教員への支援として、大学予算に

よる非常勤職員の配置を最長 1

年間から 3年間へ拡大した。 

平成 

28 年 

2 月 

学長補佐規程 役員会議事録 国立大学を取り巻く環境の変化、

多様化する大学運営に対応する

ため、学長補佐の資格を見直し、

職の区分に関係なく、適任者を学

長補佐に任命できるようにし、ま

た、必要に応じては、学外の方を

任命し、大学経営を進める改正を

行った。 

役員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－２ 

平成 

26 年 

10 月 

大学のガバナンス改革の推進 役員会議事録 

経営協議会議事録 

学長企画室を設置した。 役員会 

経営協議会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域３ 

基準３－３ 

平成 

29 年 

4 月 

職員研修の充実 事務局長裁定 事務局次長（または事務局長）を

講師として事務職員としての心

構えの自覚と基礎的知識の付与

事務局長裁定 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域３ 

基準３－４ 
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を目的とした初任職員研修を実

施した。 

また、職員の英語能力を向上さ

せ、TOEIC のスコアアップを図る

ことを目的として、TOEIC 用英語

学習ソフト「Net Academy Next」

を利用した英語研修を実施した。 

□ その他 

（    ） 

平成 

31 年 

3 月 

受動喫煙防止 安全衛生委員会議事録 喫煙場所について、6カ所の屋外

喫煙所を指定して運用していた

が、健康増進法の改正に伴う対策

を講じた指定喫煙場所 2 カ所に

集約整備した。 

安全衛生委員会  領域４ 

基準４－１ 

平成 

26 年 

5 月 

学内スペースの活用 役員会議事録 

施設環境委員会議事録 

学内スペースの有効利用のため、

学長裁量スペースについて必要

な事項を定める学長裁量スペー

ス要項を制定した。 

役員会 

施設環境委員会 

 領域４ 

基準４－１ 

平成 

31 年 

3 月 

休学の場合の授業料の取扱い 教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

休学の場合の授業料の取扱いを

明確化するため、学則等の改正を

行った。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域４ 

基準４－２ 

平 成

29 年

3 月 

留学生に特化した就職支援対策の実

施。 

外国人留学生への就職支援に関する

アンケート結果 

留学生のための就職ガイダンス

の実施。 

国際交流センター、学生支援

室 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域４ 

基準４－２ 
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□ その他 

（    ） 

平 成

29 年

2 月 

居室に瞬間湯沸かし器がついておら

ず、特に冬は不便であるため、瞬間湯

沸かし器の設置をしてほしい。 

留学生利用室入居者アンケート 平成 29 年 10 月に湯沸かし器が

ない部屋及び湯沸かし器の老朽

化が著しい部屋 8 部屋に設置し

た。 

研究協力課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域４ 

基準４－２ 

平 成

27 年

6 月 

企業誘致など、学生が地元に残るよう

な事業を行ってほしい。 

経営協議会学外委員会からの意見 地元企業合同説明会の開催 オホーツク商工会議所協議

会、北見市、北見工業大学、

北見工業大学後援会KITげん

き会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域４ 

基準４－２ 

平成 

27 年 

3 月 

学生への経済的援助 役員会議事録 

教育研究評議会議事録 

本学学部入学時の成績が特に優

れている者に対し経済的援助を

行うことにより、さらなる学力向

上に資することを目的に、北見工

業大学創立 50 周年記念基金奨学

金給付要項を制定した。 

役員会 

教育研究評議会 

学生委員会 

 領域４ 

基準４－２ 

平成 

26 年 

留学生の居住環境の充実  留学生の居住環境向上のため、学

生寮（北苑寮）に女子短期留学生

用の部屋を新たに５室整備し、留

学生利用室も 3 戸 9 室を確保し

た。また、留学生利用室全室にベ

ッド、冷蔵庫、自転車等の物品を

研究協力課  領域４ 

基準４－２ 
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整備した。 

令和 

元年 

9 月 

ツイニングプログラムによる合格者

の少なさの改善 

教育研究評議会議事録 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

合否判定基準を見直した。 教育研究評議会 

アドミッションセンター 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

31 年 

2 月 

改組後学部からの3年次飛び級に対応

した入試制度 

教育研究評議会議事録 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

大学院工学研究科（博士前期課

程）学部 3年次学生対象入試制度

に係る合否判定基準等を改定し

た。 

教育研究評議会 

アドミッションセンター 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

31 年 

2 月 

東北地区進学相談会での実施要望へ

の対応 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

八戸、盛岡での東北地区進学相談

会開催に加え、新たに青森でも開

催した。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

30 年 

11 月 

大学院工学研究科（博士前期課程）一

般入試等に係るTOEICスコア提出時期

の見直し 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

TOEIC スコアの提出期限の見直

しを実施した。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

30 年 

9 月 

本学の特色研究分野を生かした新た

な入試の実施 

教育研究評議会議事録 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

総合型選抜における冬季スポー

ツ枠等について、令和 3年度から

新たに募集を開始することとし

教育研究評議会 

アドミッションセンター 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域５ 

基準５－２ 
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た。 □ その他 

（    ） 

平成 

30 年 

5 月 

学部 3年次編入学生の確保 教育研究評議会議事録 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

編入学入試に第 2 次募集を設定

した。 

教育研究評議会 

アドミッションセンター 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

30 年 

3 月 

編入学入試における合否判定制度の

再考 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

学力検査及び面接の配点を見直

した。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

30 年 

2 月 

編入学入試における英語試験の見直

し 

アドミッションセンター運営会議議

事録 

英語試験として TOEIC の利用を

開始した。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

28 年 

11 月 

入試制度検討のための議論活発化と

議決の迅速化 

教育研究評議会議事録 

入試企画センター議事録 

入試企画センターを発展解消し

アドミッションセンターを設置

した。 

教育研究評議会 

入試企画センター 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

29 年 

ニーズに対応した新たな社会人入学

者選抜 

教育研究評議会議事録 

アドミッションセンター運営会議議

社会人特別入試をブラッシュア

ップしたユニバーサルコース入

教育研究評議会 

アドミッションセンター 

□ 検討中 

□ 対応中 

領域５ 

基準５－２ 
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11 月 事録 試を実施することとした。  ■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

平成 

29 年 

11 月 

博士後期課程入試受験方法の多様化 アドミッションセンター運営会議議

事録 

スカイプを用いた面接を導入す

ることとした。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

29 年 

11 月 

無償での道外出張講義要望への対応 アドミッションセンター運営会議議

事録 

制限付き無償化を実施すること

とした。 

アドミッションセンター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

28 年 

6 月 

学科改組等に伴う合否判定の見直し 教育研究評議会議事録 

入試企画センター議事録 

一般入試、特別入試、外国人留学

生入試、編入学試験の合否判定基

準の見直し（編入学は文言の修

正）を行った。 

教育研究評議会 

入試企画センター 

 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

28 年 

3 月 

アドミッションポリシーの見直し 教育研究評議会議事録 

入試企画センター議事録 

平成 29 年度の学部の改組に伴

い、アドミッションポリシーを改

訂した。 

教育研究評議会 

入試企画センター 

入学者選抜委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 全国からの出願者に対応する個別学 入試企画センター議事録 北見、大阪のほか、個別学力検査 入試企画センター □ 検討中 領域５ 
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27 年 

4 月 

 

力検査受験利便性の向上 の実施会場に東京を追加した。 □ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

基準５－２ 

平成 

27 年 

1 月 

受験得点に差の出ない推薦入試にお

ける基礎学力確認試験の、出題内容の

見直し 

入試企画センター議事録 高等学校卒業程度認定試験の過

去問題そのままを出題していた

が、数値については変更して出題

することとした。 

入試企画センター □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域５ 

基準５－２ 

平成 

28 年 

3 月 

カリキュラムポリシー、ディプロマポ

リシーの見直し 

教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

平成 29 年度の学部の改組に伴

い、カリキュラムポリシー、ディ

プロマポリシーを改訂した。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－２ 

平成 

29 年 

11 月 

大学院における社会人受入拡大 教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

社会人の学び直しや生涯教育の

機会を拡充するための方策とし

て、科目等履修制度や長期履修学

生制度を組み合わせ有効に活用

した社会人向けの教育体系であ

る「大学院ユニバーサルコース」

を平成 31 年度から導入すること

とした。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－３ 

平 成

29 年

ＴＡ採用手続きの簡略化 教育研究評議会議事録 

ＴＡに関する教員アンケート 

教育研究評議会を経ずに学長が

ＴＡを選考、決定 

教育研究評議会、総務課、学

務課 

□ 検討中 

□ 対応中 

領域６ 

基準６－３ 
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1 月  

採用計画書の様式を変更 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

平成 

31 年 

3 月 

大学院規程に規定する一部の科目 教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

より適切な教育効果を期するた

め、大学院規程に規定している一

部科目の開催時期を変更すると

ともに、新たに科目を新設する改

正を行った。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－４ 

平成 

30 年

12 月 

～ 

学生の基礎学力の強化  教務委員会議事録 

教育改善推進センター運営会議議事

録 

留年者の減少に資するため、推薦

入試合格者に対し、「化学」の入

学前教育実施を決定した。 

教務委員会 

教育改善推進センター運営

会議 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－４ 

令和 

元年 

９月 

入学前及び入学後に他大学等で履修

した単位の認定 

教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

既履修単位の認定における認定

単位数の取扱いを明確化するた

め、学則等の改正を行った。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 

平成 

30 年 

10 月 

大学院生が学部で教員免許状を取得

に不足する単位を履修する際の身分

の明示 

教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

大学院生が学部で教員免許状を

取得に不足する単位を履修する

際の履修身分を明確化させるた

め、学部の科目等履修生として履

修できるよう大学院教育課程履

修規程の改正を行った。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 
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平成 

30 年 

4 月 

大学院科目の先行履修 教育研究評議会議事録 

基本戦略立案会議議事録 

教務委員会議事録 

卒業研究と大学院教育との連携

を図るため、大学院の推薦入試に

合格した学生が、４年次後期に指

定された大学院の科目を履修す

ることができるよう、大学院科目

の先行履修制度を導入した。 

教育研究評議会 

基本戦略立案会議 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 

平成 

28 年 

10 月 

学部改組に対応する組織等 教育研究評議会議事録 

 

学部改組に伴い、社会情勢の変化

に迅速に対応できる組織を構築

するため、「新学科（２学科８コ

ース）の組織等の基本方針」を定

めた。 

教育研究評議会 

各学科等 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 

平成 

28 年 

3 月 

学則等に規定する履修単位 教育研究評議会議事録 

教務委員会議事録 

より適切な教育効果を期するた

め、学則等に規定している一部の

学科等の履修単位を変更する改

正を行った。 

教育研究評議会 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 

平 成

27 年

1 月 

推薦入学者に対する基礎学力の向上 学科教員と物理担当教員との意見交

換及び検討会 

推薦入学者に対し、英語、数学の

入学前教育に加え、物理を実施 

教務委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－５ 

平 成

25 年

10 月 

成績評価に対する異議申立制度がな

い。 

大学機関別認証評価 成績評価に対する異議申立制度

を制定し、平成 27 年度から開始 

教務委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

領域６ 

基準６－６ 
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□ その他 

（    ） 

平 成

25 年

10 月 

成績評価基準の明文化 大学機関別認証評価 成績評価基準を明文化し、平成

27 年度からシラバスに掲載 

教務委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

領域６ 

基準６－６ 

平成 

29 年 

10 月 

おもしろ科学実験において参加受付

方法の改善が求められた。 

例：定員がすぐに埋まってしまう、希

望のテーマに入れない等 

 WEB からの参加申し込みは継続

した。 

事前キャンセルが発生した分、そ

の枠を補填できるよう対応した。 

研究協力課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

平成 

29 年 

9 月 

例年、科研費申請者の意識及び採択率

の向上を目的に行っている科研費パ

ワーアップセミナーにおいて、以下の

要望があった。 

・２時間は長すぎるので、１時間半に

短縮して欲しい 

・午後開催だと助かります 

・７月～８月にした方が良い 

・もっと早い時期のセミナー開催が望

まれる。調書作成に役立てられる 

・採択されやすい具体的な文章の例な

ど、書き方 

 平成 30 年度においては、昨年度

アンケートにおける要望を踏ま

え、開催時期や時間の調整を行

い、調書の書き方のコツに重点を

置いたセミナーを開催した。 

（８月開催、午後開催、時間 90

分） 

研究協力課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 
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・「制度の解説」よりも「調書の作成」

に重点を置いた内容が良い。 

平成 

29 年 

7 月 

平成29年度技術セミナー(技術養成支

援講座)において、「開始時間をもう少

し遅い時間にして欲しい」との希望が

あった。 

 平成 30 年度においては 30 分開

始時刻を遅くし、18 時 30 分から

とした。 

研究協力課 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

平成 

29 年 

1 月 

職員表彰の運用  従来教員の教育活動を対象に運

用していたものを見直し、職員表

彰規程に基づき非常勤職員を含

む教職員全体の様々な活動を対

象としたものに改正した。 

学長裁定 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

平成 

28 年 

9 月 

例年、科研費申請者の意識及び採択率

の向上を目的に行っている科研費パ

ワーアップセミナーにおいて、若手研

究者を対象としたセミナーの開催希

望があった。 

 平成 29 年度から、若手研究者を

対象とした「若手教員科研費勉強

会」を開催している。 

研究推進機構 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

平成 

28 年 

9 月 

おもしろ科学実験実行委員会から、以

下の報告があった。 

・平成 25 年度から開始した中学生限

定テーマについて、中学生の参加者増

に向けて、これまで１件テーマだった

ところ、中学生以上限定テーマを３テ

ーマに増加させたが参加者増には至

 中学生限定テーマについては廃

止を検討し、今後は例えば同じ内

容であっても小学校高学年から

中学生まで参加できるように、受

入れ枠を拡大した。 

研究協力課 

おもしろ科学実験実行委員

会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 
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らなかった。 

平成 

27 年 

9 月 

おもしろ科学実験実行委員会から、参

加者増のために周知方法の改善を行

い、オホーツク管内の小中学校全生徒

に申込用紙を配付したいとの要望が

あった。 

 次年度からおもしろ科学実験の

申込用紙をオホーツク管内の小

中学校全生徒分の枚数を各学校

に送付するようにした。 

研究協力課 

おもしろ科学実験実行委員

会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

平成 

27 年 

1 月 

北見工業大学及び北見市教育委員会

連携事業、冬休み親子工作教室及び北

見市教育委員会連携協力の打ち合わ

せにおいて、金曜日及び土曜日、午前・

午後の全４回構成で冬休み親子工作

教室を実施したところ「土日に実施し

てほしい」という要望と「平日しか参

加できない」という要望が両方とも寄

せられた。 

 両方のニーズに対応しつつ、対応

者の負担軽減を図るため、次年度

の実施予定は土曜日を含めた日

程で４日間午前のみとした。 

研究協力課 

技術部 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他 

（    ） 

 

※指摘事項、意見など、自己点検・評価において、改善・向上が必要と確認された事項すべてについて記載してください。 

※年月の欄は、機関別内部質保証体制において、確認された年月を記載してください。 

※関連する基準に関する分析及び判断との整合性に留意してください。 



別紙様式２－５－１ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－１ 教員の採用及び昇格等に当たって、教育上、研究上又は実務上の知識、能力及び実績に関する判断の方法等を明確に定め、実際にその

方法によって採用、昇格させていること 

 

【分析の手順】 

・教員の採用や昇格等に際し、職階ごとに求める教育上、研究上又は実務上の知識、能力又は実績の水準を定めていることを確認する。 

・その水準の判断を行う方法を明確に定めていることを確認する。 

・特に教育研究上の指導能力については、その水準の判断を面接、模擬授業等で行っていることを確認する。 

 

・教員の採用・昇任の状況（過去５年分）（別紙様式２－５－１） 

30 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

工学部 ６人 面接（教育・研究に係るプレゼンを含

む）６人 

７人 面接（教育・研究に係るプレゼンを

含む）７人 

29 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

工学部 ４人 面接（教育・研究に係るプレゼンを含

む）４人 

３人 面接（教育・研究に係るプレゼンを

含む）３人 

28 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

工学部 ６人 面接（教育・研究に係るプレゼンを含

む）６人 

３人 面接（教育・研究に係るプレゼンを

含む）３人 



別紙様式２－５－１ 
北見工業大学 

27 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

工学部 ６人 面接（教育・研究に係るプレゼンを含

む）６人 

４人 面接（教育・研究に係るプレゼンを

含む）４人 

26 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

工学部 ５人 面接（教育・研究に係るプレゼンを含

む）５人 

１人 面接（教育・研究に係るプレゼンを

含む）１人 

 



別紙様式２－５－２ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－２ 教員の教育活動、研究活動及びその他の活動に関する評価を継続的に実施していること 

 

【分析の手順】 

・教員の教育及び研究活動に関する評価を継続的（定期的）に実施すること、及び、教員評価の目的を定めていることについて、規則等で規定していること

を確認する。 

・その他の活動について教員評価を実施している場合は、それを含めて確認する。 

※その他の活動とは、例えば、管理運営、社会貢献、診療を含む。 

・規定に基づいて実施されていることについて、評価実施年度、評価対象者、評価結果を確認する。 

 

・教員業績評価の実施状況（別紙様式２－５－２） 

評価実施年度 評価対象者数 評価結果 備考 

令和元年度 １２９人 
ランク 1 2 3 4 5 

分布割合 6％ 20％ 48％ 20％ 6％ 
 

平成３０年度業績に係る評価 

平成３０年度 １２６人 
ランク 1 2 3 4 5 

分布割合 6％ 20％ 48％ 20％ 6％ 
 

平成２９年度業績に係る評価 

平成２９年度 １３０人 
ランク 1 2 3 4 5 

分布割合 6％ 20％ 48％ 20％ 6％ 
 

平成２８年度業績に係る評価 

 



別紙様式２－５－３ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－３ 評価の結果、把握された事項に対して評価の目的に則した取組を行っていること 

 

【分析の手順】 

・評価結果を、個々の教員の処遇や教育研究費の配分、改善への指導等に反映させる規定がある場合は、その規定を確認する。 

・分析項目２－５－２において確認した評価結果ごとの反映実績を確認する。 

 

・評価結果に基づく取組（別紙様式２－５－３） 

評価実施年度 評価対象者数 評価結果に基づく取組 備考 

令和元年度 １２９人 

月給制教員の勤勉手当の成績率及び

昇給、年俸制教員の業績年俸算定に

活用している。 

平成３０年度業績に係る

評価 

令和元年度 １２９人 

教育研究費加算額算定の際に、評価

結果を反映させている。加算の考え

方は別紙（根拠資料 2-5-3-4）のとお

りである。 

 

平成３０年度 １２６人 

月給制教員の勤勉手当の成績率及び

昇給、年俸制教員の業績年俸算定に

活用している。 

平成２９年度業績に係る

評価 

平成３０年度 １２６人 

教育研究費加算額算定の際に、評価

結果を反映させている。加算の考え

方は別紙（根拠資料 2-5-3-5）のとお

りである。 

 



別紙様式２－５－３ 
北見工業大学 

平成２９年度 １３０人 

月給制教員の勤勉手当の成績率及び

昇給、年俸制教員の業績年俸算定に

活用している。 

平成２８年度業績に係る

評価 

平成２９年度 １３０人 

教育研究費加算額算定の際に、評価

結果を反映させている。加算の考え

方は別紙（根拠資料 2-5-3-5）のとお

りである。 

 

 



別紙様式２－５－４ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－４ 授業の内容及び方法の改善を図るためのファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）を組織的に実施していること 

 

【分析の手順】  

・ＦＤの実施内容・方法（教育方法等の研究・研修、教員相互の授業見学等）及び実施状況（教員参加状況を含む。）を確認する。 

 

・ＦＤの内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式２－５－４） 

取組 主催 実施内容・方法 参加者数 

北見工大での COC＋事業 教育改善推進センター ゲスト講師による講演会 72 人 

平成３０年度入門科目アンケート解析結果 教育改善推進センター 本学教員による講演会 57 人 

アンガーマネジメント～インクルーシブな時代を生きるために～ 教育改善推進センター ゲスト講師による講演会 51 人 

CoursePower の活用事例紹介 教育改善推進センター 本学教員による講演会 59 人 

 



別紙様式２－５－５ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－５ 教育活動を展開するために必要な教育支援者や教育補助者が配置され、それらの者が適切に活用されていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程を展開する上で（大学の目的等に照らして）必要な教務や厚生補導等を担う職員、教育活動の支援や補助等を行う職員、図書館の業務に従事する

職員等の配置状況を確認する。 

・演習、実験、実習又は実技を伴う授業を補助する職員の配置、ＴＡ等の教育補助者の配置状況、活用状況を確認する。 

 

・教育支援者、教育補助者一覧（別紙様式２－５－５） 

教育支援者 

職種 所属 常勤 非常勤 計 

教務関係や厚生補導等を担う職員 学務課 １５ ６ ２１ 

教育活動の支援や補助等を行う職員 技術部 ３１ １ ３２ 

図書館の業務に従事する職員 情報図書課 ５ ５ １０ 

 

ＴＡ等教育補助者 

教育研究上の基本組織等 総科目数 配置科目数 延べ人数 備考 

工学部 ３９８ ６３ ３９５  

     

     

     

 



別紙様式２－５－６ 
北見工業大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－６ 教育支援者、教育補助者が教育活動を展開するために必要な職員の担当する業務に応じて、研修の実施など必要な質の維持、向上を

図る取組を組織的に実施していること 

 

【分析の手順】  

・研修等の方針、内容・方法及び実施状況等を確認する。 

 

・教育支援者等に対する研修等内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式２－５－６） 

職種 研修名 研修内容 主催者 回数 
参加 

延べ人数 

教務関係や厚生補導等を担う職員 北海道地区学生指導研修

会 

学生指導業務を適正かつ円滑に処理するために必要な基本的知

識等を習得することにより、学生指導職員としての資質の向上

を図る 

北海道地区大学学生

指導協議会 

１回 

２人 

北海道地区国立大学法人

等学生支援担当職員SD研

修 

学生指導、学生支援、学生サービス業務を円滑かつ適正に処理

するために必要な基本的知識、対応能力等を習得することによ

り、学生支援担当職員としての能力向上を図る 

国立大学協会北海道

地区支部及び北海道

大学 

１回 

１人 

教育活動の支援や補助等を行う職

員 

技術員研修会 教員の講演及び技術員の技術発表により、業務の遂行に必要な

知識、技術等を修得し、その能力、資質等の向上並びに技術の

継承を図る 

北見工業大学技術部 １回 ３０人 

図書館の業務に従事する職員 北海道地区大学図書館職

員フレッシュ・パーソン・

セミナー 

北海道地区の大学図書館に新規採用・配属された図書館職員が、

大学図書館の現状と課題、業務遂行に必要な基礎的知識を習得

する。同世代職員との情報交換・交流を通した若手職員育成の

研修であり、人的ネットワークの形成や地区内図書館の活性化

国立大学図書館協会

北海道支部、北海道地

区大学図書館協議会 

１回 

１人 



別紙様式２－５－６ 
北見工業大学 

を図るもの 

図書館等職員著作権実務

講習会 
図書館等の実務に必要な著作権に関する知識を修得する 

文化庁 １回 
１人 

機関リポジトリ新任担当

者研修 
オープアクセスの推進と機関リポジトリの構築・運用に必要な

基礎的な知識を修得する 

オープンアクセスリ

ポ ジ ト リ 推 進 協 会

（JPCOAR） 

１回 

１人 

ＴＡ等の教育補助者 ＴＡのＦＤ研修 ＴＡの在り方・心構え等について、第１回では講話、第２回で

は討論を行う 

教務委員会 ２回 
２０６人 

遠隔授業に係るＴＡ研修

会 
遠隔授業の操作方法等の研修を、初心者・上級者に分けて行う 

教務委員会 ２回 
１９人 

 



別紙様式３－１－２ 北見工業大学

予算・決算の状況（過去５年分）（別紙様式３－１－２）
予算の部 （単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用 3,939,741 4,063,427 3,906,439 4,096,723 3,949,202

 教育研究経費 874,053 873,957 985,889 1,055,638 1,054,003

 診療経費

 人件費 2,485,578 2,580,256 2,436,586 2,472,223 2,343,020

 一般管理費 250,326 235,033 178,158 236,418 213,930

 その他 329,784 374,181 305,806 332,444 338,249

経常収益 3,933,421 4,057,085 3,906,439 4,096,723 3,949,202

 運営費交付金収益 2,273,361 2,339,377 2,252,493 2,408,111 2,313,643

 学納金収益（入学、授業、検定料） 1,234,819 1,241,166 1,205,171 1,211,055 1,222,251

 附属病院収益

 補助金・寄附金収益 45,197 44,792 54,305 67,582 52,467

 その他 380,044 431,750 394,470 409,975 360,841

決算の部 （単位：千円）
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用 3,976,328 4,151,973 3,918,780 4,032,116 3,849,507

 教育研究経費 889,596 900,956 850,468 893,743 880,111

 診療経費

 人件費 2,457,213 2,639,581 2,477,631 2,499,181 2,344,354

 一般管理費 263,071 243,118 244,311 266,553 268,761

 その他 366,448 368,318 346,370 372,639 356,281

経常収益 4,019,811 4,154,454 4,057,490 4,160,282 3,998,443

 運営費交付金収益 2,285,175 2,383,291 2,288,588 2,383,839 2,288,130

 学納金収益（入学、授業、検定料） 1,173,058 1,219,343 1,235,456 1,210,720 1,221,201

 附属病院収益

 補助金・寄附金収益 50,997 104,792 114,250 130,476 101,439

 その他 510,581 447,028 419,196 435,247 387,673

以下のうち、±30％以上乖離している場合は、その理由を確認する。
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用

 教育研究経費 -1.8% -3.1% 13.7% 15.3% 16.5%

 診療経費

 人件費 1.1% -2.3% -1.7% -1.1% -0.1%

 一般管理費 -5.1% -3.4% -37.1% -12.7% -25.6%

 その他 -11.1% 1.6% -13.3% -12.1% -5.3%

経常収益

 運営費交付金収益 -0.5% -1.9% -1.6% 1.0% 1.1%

 学納金収益（入学、授業、検定料） 5.0% 1.8% -2.5% 0.0% 0.1%

 附属病院収益

 補助金・寄附金収益 -12.8% -134.0% -110.4% -93.1% -93.3%

 その他 -34.3% -3.5% -6.3% -6.2% -7.4%

基準３－１ 財務運営が大学等の目的に照らして適切であること
分析項目３－１－２ 教育研究活動に必要な予算を配分し、経費を執行していること

【分析の手順】
・過去5年間の予算・決算の状況を確認する。
・各項目に関し、30％以上乖離している場合は、その理由を確認する。
・経常損失がある場合は、その理由を確認する。
・特別損失が過大である場合は、その理由を確認する。



別紙様式３－２－２ 
北見工業大学 

基準３－２ 管理運営のための体制が明確に規定され、機能していること 
 

分析項目３－２－２ 法令遵守に係る取組及び危機管理に係る取組のための体制が整備されていること 

 

【分析の手順】  

・事業者としての大学に課される法令遵守事項等への対応体制の整備状況として、責任者の役職、責任者の判断と業務遂行を支援する組織、それらの業務及

び組織の根拠となる規定を確認する。 

・予期できない外的環境の変化等に対応するための、危機管理等に対応する責任者の役職、責任者の判断と業務遂行を支援する組織、それらの業務及び組織

の根拠となる規定を確認する。 

 

・法令遵守事項一覧（別紙様式３－２－２） 

遵守すべき義務 規定等整備状況 責任部署 備考 

情報公開 国立大学法人北見工業大学情報公開取扱要項 総務課  

個人情報保護 国立大学法人北見工業大学個人情報管理規程 総務課  

公益通報者保護 国立大学法人北見工業大学公益通報者保護規程 

国立大学法人北見工業大学コンプライアンス規程 

北見工業大学における研究活動に係る不正行為に関する規程 

総務課 

総務課 

研究協力課 

 

ハラスメント防止 国立大学法人北見工業大学ハラスメントの防止等に関する規程 総務課  

安全保障輸出管理 北見工業大学安全保障輸出管理規程 研究協力課  

生命倫理 北見工業大学における人を対象とする研究に関する倫理規程 研究協力課  

動物実験 北見工業大学遺伝子組換え実験等安全管理規程 研究協力課  

 

 

 



別紙様式３－２－２ 
北見工業大学 

 

 

・危機管理体制等一覧（別紙様式３－２－２） 

 規定等整備状況 責任部署 備考 

防火・防災 国立大学法人北見工業大学防火・防災管理規則 

北見工業大学図書館危機管理マニュアル 

消防訓練（年１回） 

施設課 

情報図書課 

情報図書課 

 

情報セキュリティ 北見工業大学における情報セキュリティ対策基本計画 

北見工業大学情報セキュリティインシデント対応チーム要項 

北見工業大学情報セキュリティポリシー 

北見工業大学情報セキュリティポリシー実施手順 

情報図書課 

情報図書課 

情報図書課 

情報図書課 

 

研究費等不正使用、研究活動に係る不正行為防止 国立大学法人北見工業大学監事監査規程 

北見工業大学における研究活動に係る不正行為に関する規程 

総務課 

研究協力課 

 

 



別紙様式３－３－１ 
北見工業大学 

基準３－３ 管理運営を円滑に行うための事務組織が、適切な規模と機能を有していること 
 

分析項目３－３－１ 管理運営を円滑に行うための事務組織が、適切な規模と機能を有していること 

 

【分析の手順】  

・円滑な管理運営の実現に資するための事務組織について、役割や人員の配置状況、責任体制、規模を確認する。 

 

・事務組織一覧（部署ごとの人数（分析項目２－５―５教育支援者を含む。））（別紙様式３－３－１） 

部署 主な役割 常勤 非常勤 計 備考 

学長企画室 法人及び大学の運営・改革に係る重要

事項の企画立案、教育研究活動等の点

検・評価 等 

３人 １人 ４人  

総務課 事務総括及び連絡調整、広報事務、職

員の任免・懲戒・服務、共済組合、学科

事務 等 

１２人 １３人 ２５人  

財務課 財務会計事務 等 １４人 ５人 １９人  

施設課 土地、建物及び構築物の整備 等 ７人 １人 ８人  

研究協力課 研究協力事務、産学官連携推進、地域

連携、国際交流 等 

１０人 ５人 １５人  

学務課 教育課程の編成、学生支援 等、 １５人 ６人 ２１人  

入試課 入学者選抜及び入試広報 等 ５人 １人 ６人  

情報図書課 図書館運営事務 等 ５人 ５人 １０人  

 

 



別紙様式３－４－１ 
北見工業大学 

基準３－４ 教員と事務職員等との役割分担が適切であり、これらの者の間の連携体制が確保され、能力を向上させる取組が実施されていること 
 

分析項目３－４－１ 教員と事務職員等とが適切な役割分担のもと、必要な連携体制を確保していること 

 

【分析の手順】 

・大学の管理運営のための組織の責任体制（分析項目３－２－１）と事務組織（分析項目３－３－１）の関係を確認する。 

・大学の管理運営に係る合議体に、教員と事務職員が構成員として参加していることを確認する。 

※役割分担が適切であるとは、教員と事務職員等がそれぞれの役割分担において責任を有しつつ協力して円滑な管理運営の実現に資する状況にあることを

想定している。 

 

 

・教職協働の状況（別紙様式３－４－１） 

合議体名称 構成員（教員） 構成員（事務職員） 根拠規定 

大学評価委員会 

各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教授会構成員基礎

教育系又は地域国際系から選出された

教授会構成員 

事務局長 

国立大学法人北見工業大学大学評価委

員会規程 

学生よろず相談室 学長が命ずる教員 

保健管理センター長 

学務課長 

学務課学生支援室長 

北見工業大学学生よろず相談室要項 

就職支援室 各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教員 
学務課学生支援室長 

北見工業大学就職支援室要項 

教育 IT 支援室 

学長が指名する教員 

学長が指名する技術職員 

学務課長 

学務課副課長 

北見工業大学教育 IT 支援室要項 



別紙様式３－４－１ 
北見工業大学 

障がい学生支援室 各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教員 

基礎教育系又は地域国際系から選出さ

れた教員 

保健管理センター長 

専任教員 

学務課長 

学務課学生支援室長 

北見工業大学障がい学生支援室要項 

オホーツク地域創生研究パーク運営会

議 

学長が指名する副学長 

環境・エネルギー研究推進センター長 

冬季スポーツ科学研究推進センター長 

社会連携推進センター長 

各学科から選出された教授会構成員の

うち副学長が指名する者 

その他副学長が必要と認めた者 

研究協力課長 

施設課長 

北見工業大学オホーツク地域創生研究

パーク運営会議申合せ 

研究支援室会議 環境・エネルギー研究推進センター長 

冬季スポーツ科学研究推進センター長 

オホーツク農林水産工学連携研究推進

センター長 

地域と歩む防災研究センター長 

プロジェクト研究推進センター長 

社会連携推進センター長 

各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教授会構成員 

基礎教育系又は地域国際系から選出さ

れた教授会構成員 

研究協力課長 北見工業大学研究支援室要項 

共用設備センター運営会議 センター長 技術部から選出されたセンター 北見工業大学共用設備センター運営会



別紙様式３－４－１ 
北見工業大学 

共用設備センターに派遣された教員 

管理対象機器等に精通する教員のうち

からセンター長が指名する者 

業務に関係する職員 

研究協力課長 

議内規 

学術推進機構統括会議 機構長 

学長が指名する副学長 

学長が指名する学長補佐 

各センター長 

研究協力課長 北見工業大学学術推進機構規程 

不正防止対策室会議 各専攻主任 研究協力課長 

財務課長 

 

北見工業大学における研究活動に係る

不正行為に関する規程 

遺伝子組換え実験等安全管理委員会 学長が指名する副学長 

安全主任者 

遺伝子組換え生物等の使用等に携わる

教員 

保健管理センター長 

研究協力課長 北見工業大学遺伝子組換え実験等安全

管理委員会要項 

安全衛生委員会 

学長が指名する副学長 

産業医 

安全及び衛生に関する知識及び経験を

有する者のうちから学長が指名した者 

衛生管理者 

安全及び衛生に関する知識及び

経験を有する者のうちから学長

が指名した者 

北見工業大学安全衛生委員会規程 

学術情報統括会議 

学術情報機構長 

図書館長 

情報処理センター長 

情報処理センターに派遣する教員 

情報図書課長 北見工業大学学術情報機構規程 

CSIRT 情報処理センター長 情報図書課長 北見工業大学情報セキュリティインシ



別紙様式３－４－１ 
北見工業大学 
 

 

情報処理センターに派遣されている教

職員のうち CISO が指名した者 

その他 CISO が必要と認めた者 

情報図書課の職員のうち CISO が

指名した者 

デント対応チーム要項 

教育研究評議会 

副学長  

各学科長  

各系長  

技術部長  

各系から推薦された教授会構成員 

事務局長 
国立大学法人北見工業大学教育研究評

議会規程 

広報委員会 

学長が指名する副学長 

各系(基礎教育系及び地域国際系を除

く。)から選出された教授会構成員 

基礎教育系又は地域国際系から選出さ

れた教授会構成員 

事務局長 
国立大学法人北見工業大学広報委員会

規程 

危機管理委員会 

学長が指名する副学長  

各学科長  

各系長 

技術部長  

事務局長 
国立大学法人北見工業大学危機管理委

員会規程 



別紙様式３－４－２ 
北見工業大学 

基準３－４ 教員と事務職員等との役割分担が適切であり、これらの者の間の連携体制が確保され、能力を向上させる取組が実施されていること 
 

分析項目３－４－２ 管理運営に従事する教職員の能力の質の向上に寄与するため、スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）を実施していること 

 

【分析の手順】  

・ＳＤの実施内容・方法及び実施状況（参加状況を含む。）を確認する。 

※大学が独自に実施する研修と、学外の団体が主催する合同研修の企画(たとえば、国立大学協会の大学マネジメントセミナー、公立大学協会の公立大学職

員セミナー)とを区別する。 

※スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）とは、大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、職員（事務職員のみならず教員も含む。）を対

象とした、必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修の機会を設けとともに、その他必要な取組を行うことをい

う。 

 

・ＳＤの内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式３－４－２） 

取組 主催 実施内容・方法 対象者 参加者数 

事務職員 SD 研修 北見工業大学 講演 

□役員 

□教員 

■事務職員 

４６人 

個人情報保護研修 北見工業大学 講義 

□役員 

■教員 

■事務職員 

６３人 

 



別紙様式３－６－１ 
北見工業大学 

基準３－６ 大学の教育研究活動等に関する情報の公表が適切であること 
 

分析項目３－６－１ 法令等が公表を求める事項を公表していること 

 

【分析の手順】 

・大学等の目的、学位授与方針、教育課程方針及び学生受入方針、その他法令が定める教育研究活動等についての情報を社会一般に対し、刊行物の配布・ウ

ェブサイトへの掲載等の方法により広く公表していることを確認する。 

 

・法令が定める教育研究活動等についての情報の公表状況一覧（別紙様式３－６－１） 

公表を求める事項 公表状況 

《学校教育法施行規則第 172 条の２》 

教育情報 

□大学の目的 

□学位授与方針、教育課程方針 学生受入方針 

□教育研究上の基本組織 

□教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績 

□入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び

就職者数その他進学及び就職等の状況 

□授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画 

□学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準 

□校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境 

□授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

□大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 

☑ウェブサイト 

（ URL ： 教 育 情 報 の 公 表 ： http://www.kitami-

it.ac.jp/kyoikujoho/） 

 

☑その他 

（大学概要、大学案内） 



別紙様式３－６－１ 
北見工業大学 

《独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律施行令第 12 条》 

《その他情報公開に関する法令等、それぞれの設置形態別に定められた法令》 

財務諸表等 

 

☑ウェブサイト 

（URL：北見工業大学の組織・業務・財務・評価等に関

する情報：http://www.kitami-it.ac.jp/about/info-

about-kitami/） 

☑その他 

（大学概要） 

《学校教育法第 109 条第１項》 

自己点検・評価の結果 

 

☑ウェブサイト 

（URL：北見工業大学の組織・業務・財務・評価等に関

する情報：http://www.kitami-it.ac.jp/about/info-

about-kitami/） 

□その他 

《H15 文科省告示第 53 号第３条第２項》 

法科大学院の未修者又は実務経験者の割合が２割に満たない場合には入学者選抜の実施状況 

 

□ウェブサイト 

（URL：                ） 

□その他 

《教育職員免許法施行規則第 22 条の６》 

認定課程を有する大学は、教員の養成の状況 

□教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画に関すること 

□教員の養成に係る組織及び教員の数、各教員が有する学位及び業績並びに各教員が担当す

る授業科目に関すること 

□教員の養成に係る授業科目、授業科目ごとの授業の方法及び内容並びに年間の授業計画に

☑ウェブサイト 

（ URL ： 資 格 関 係 ： http://www.kitami-

it.ac.jp/campuslife/shikaku/） 

□その他 



別紙様式３－６－１ 
北見工業大学 

関すること 

□卒業生の教員免許状の取得の状況に関すること 

□卒業生の教員への就職の状況に関すること 

□教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組に関すること 

 



別紙様式４－１－１ 
北見工業大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－１ 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備を法令に基づき整備していること 

 

【分析の手順】  

・校地、校舎の基準面積について、設置基準で規定されている面積に係る基準を満たしていることを確認する。 

・施設・設備としては、大学設置基準に規定されている「校地、運動場、体育館、研究室、講義室、演習室、実験・実習室、情報処理学習のための施設、語

学学習のための施設その他の施設等」について確認する。 

・共同課程を置いている場合は、その状況が該当する設置基準を満たしていることを確認する。 

・空地の代替措置及び運動場の代替措置を適用している場合は、その状況について分析。 

・夜間において授業を実施している課程又は大学院において大学院設置基準第 14 条の特例を適用している場合は、これら施設・設備の利用方法、利用時間

等を確認する。 

・２以上のキャンパスで教育を実施している場合は、各々の実施体制、実施上の工夫や学生移動の状況等を確認する。 

 

・夜間の授業又は２以上のキャンパスでの教育の実施状況一覧（別紙様式４－１－１） 

学部・研究科名 キャンパス 実施の状況（実施体制、利用時間等） 

該当なし 該当なし 該当なし 

   

   

   

   

 



別紙様式４－１－２ 
北見工業大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－２ 法令が定める実習施設等が設置されていること 

 

【分析の手順】  

・特定の学部又は学科に置かれる組織については、大学設置基準第 39 条に基づき設置が必要とされる附属学校や附属病院等が設置されていることを確認す

る。 

 

・附属施設等一覧（別紙様式４－１－２） 

学部又は学科名 附属施設 

工学部 ものづくり工房 

  

  

 



別紙様式４－１－６ 
北見工業大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－６ 自習室、グループ討議室、情報機器室、教室・教育設備等の授業時間外使用等による自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用

されていること 

 

【分析の手順】 

・自主的学習環境の整備状況（部屋数、机、パソコン等の台数等）については、その環境を必要とする学生が効果的に利用できるような状態になっているこ

とを確認する。 

※自主的学習環境の整備等、特色ある学習環境の構築により成果が得られている場合は、その内容について確認する。 

 

・自主的学習環境整備状況一覧（別紙様式４－１－６） 

名称 キャンパス・棟 席数 主な設備 利用時間 

語学演習室 1 号館 60 席 パソコン 60 台 8:30～21:00 

情報処理センター第 1演習室 3 号館 120 席 パソコン 120 台 8:30～21:00 

情報処理センター第 2演習室 3 号館 40 席 パソコン 40 台 8:30～21:00 

閲覧室 図書館 199 席 

デスクトップ型 PC18 台、館内貸出用

ノート PC10 台（うち 1台学外者用）、

館内貸出用 iPad3 台、館内貸出用プ

ロジェクタ 4台、AV ブース 13 台 

【通常期間】 

(平日)9:00～22:00 (土日祝日)10:00～22:00 

【学生休業期間】 

(平日)9:00～17:15(土日祝日) 

夏季 10:00～17:15 

春季・冬季 休館 

 

多目的室 図書館 24 席 ホワイトボード 5台 同上 

個室 図書館 1 席 ホワイトボード 1台 同上 



別紙様式４－１－６ 
北見工業大学 

グループ学習室 図書館 8 席 ホワイトボード 2台 同上 

コミュニケーションホール（多目

的ホール含む） 
図書館 186 席 

ホワイトボード 10 台 

モニター2台 

同上 

スチューデントラウンジ 1 号館 16 席  8:30～21:00 

 



別紙様式４－２－１ 
北見工業大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－１ 学生の生活、健康、就職等進路に関する相談・助言体制及び各種ハラスメント等に関する相談・助言体制を整備していること 

 

【分析の手順】  

・生活支援等に関する総合的相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・健康に関する相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・就職等進路に関する相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・各種ハラスメントに関する防止のための措置（規定及び実施内容）・相談の体制の整備及び相談実績を確認する。 

・各種相談・助言体制については、組織の役割、実施組織の人的規模やバランス、組織間の連携や意思決定プロセス、責任の所在等が確認できる資料・デー

タを用いて整備状況を確認する。 

※留学生に対しての支援の実施については、分析項目４－２－３で確認。 

※障害のある学生等に対しての支援の実施については、分析項目４－２－４で確認。 

 

・相談・助言体制等一覧（別紙様式４－２－１） 

機能 組織の名称 根拠規定 
配置された 

人員 
支援の内容 

相談の実

績 

総合的相談 保健管理センター 北見工業大学保健管理センター規程 第 3条 ４人 総合学生支援 ２９件 

身体的健康に係る支援・相談 保健管理センター 北見工業大学保健管理センター規程 第 3条 ４人 健康相談 ２５件 

精神的健康に係る支援・相談 学生よろず相談室 北見工業大学学生よろず相談室要項 第 3条 １２人 学業、進路、健康等相談 ４件 

就職・進路に係る支援・相談 就職支援室 北見工業大学就職支援室要項 第 3条 ７人 就職相談 ４００件 

各種ハラスメントに係る防止 なし 
国立大学法人北見工業大学ハラスメントの防

止等に関する規程 第 1条  
 

就労・修学等の適正な環境を確保し、役職

員・学生の利益の保護及び就労・修学等の能

率の発揮を図る 

 



別紙様式４－２－１ 
北見工業大学 

各種ハラスメントに係る相談 
ハラスメント相談窓

口 

国立大学法人北見工業大学ハラスメント相談

窓口及び相談員要項 第 2 
１６人 ハラスメントの相談 ０件 

 



別紙様式４－２－２ 
北見工業大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－２ 学生の部活動や自治会活動等の課外活動が円滑に行われるよう、必要な支援を行っていること 

 

【分析の手順】  

・課外活動の支援について、課外活動団体数、課外活動施設設備の整備、及び運営資金や備品貸与等の支援の状況を確認する。 

※大学が組織として支援すべき部活動等の範囲については、大学の判断による。ただし、あくまでも大学の組織的活動として分析することが必要。  

※課外活動団体等への支援実績を示す資料は、あくまでも大学の支援の実績であり、部等の活動実績そのものを評価するものではない。 

 

・課外活動に係る支援状況一覧（別紙様式４－２－２） 

課外活動団体数 ５２団体 

 

支援の分類 内容 備考 

課外活動施設設備の整備 

野球場  

陸上競技場  

運動場附属施設  

弓道場  

体育館 2 箇所  

武道場  

テニスコート  

合宿研修施設  

文化系サークル共用施設  

艇庫  



別紙様式４－２－２ 
北見工業大学 

運営資金 サークル連合に 200 万円交付後各サークルに分配  

備品貸与 野球、卓球、バトミントン用具一式 他  

 



別紙様式４－２－５ 
北見工業大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－５ 学生に対する経済面での援助を行っていること 

 

【分析の手順】  

・奨学金制度の整備状況と当該窓口の周知及び利用実績について確認する。 

・入学料・授業料免除、奨学金（給付、貸与）、学生寄宿舎等、各大学固有の事情等に応じて、学生の経済面の援助が行われているかについて確認する。 

 

・経済的支援の整備状況、利用実績一覧（別紙様式４－２－５） 

奨学金制度窓口の周知方法 
・学生便覧、大学案内 

・大学ホームページへの掲示 

 

支援の内容 担当する組織名称 根拠規定 
配置された

人員 
支援の実績 財源 

大学独自の奨学金制度 学務課学生支援室 
北見工業大学創立 50 周年記念基金奨学金給付

要項 第 2条 
４人 ７人 

創立 50 周年記念奨学金 

大学独自の奨学金制度 学務課学生支援室 北見工業大学地元奨学金給付要項 第 1条 ４人 ０人 奨学寄附金 

大学独自の奨学金制度 学務課学生支援室 
北見工業大学大学院博士後期課程学生奨学金

給付要項 第 1条 
４人 １７人 

授業料 

大学独自の奨学金制度 学務課学生支援室 
北見工業大学大学院学生奨学金支給制度の取

扱いについて 
４人 １５人 

授業料、国際交流基金 

入学料の免除 学務課学生支援室 北見工業大学学則 第 52 条 ４人 ２６人 運営費交付金 

授業料の免除 学務課学生支援室 北見工業大学学則 第 54 条 ４人 ８２１人 運営費交付金 

寄宿料の免除 学務課学生支援室 北見工業大学学則 第 56 条 ４人 ６人 運営費交付金 



別紙様式４－２－５ 
北見工業大学 

寄宿舎の整備 学務課学生支援室 北見工業大学学則 第 61 条 ４人 
１２７室（男） 

２４室（女） 
 

 



別紙様式５－２－１ 
北見工業大学 

基準５－２ 学生の受入が適切に実施されていること 
 

分析項目５－２－１ 学生受入方針に沿って、受入方法を採用しており、実施体制により公正に実施していること 

 

【分析の手順】  

・学士課程、大学院課程ともに入試の種類ごとに、入学者選抜の方法（学力検査、面接等）が入学者選抜の基本方針に適合していることを確認する。 

・面接が含まれている場合は、面接要領等があることを確認する。 

・実施体制の整備状況（組織の役割、構成、人的規模・バランス、組織間の連携・意思決定プロセス・責任の所在等）を確認する。 

 

・入学者選抜の方法一覧（別紙様式５－２－１） 

学部・研究科 入試の種類 選抜方法 募集要項の記載ページ 

工学部 
一般入試（前期） 大学入試センター試験 

http://www.kitami-it.ac.jp/info/bosyuyoko/（募集要項は 10

月公表予定） 

工学部 
一般入試（後期） 

大学入試センター試験、学

力検査 

http://www.kitami-it.ac.jp/info/bosyuyoko/（募集要項は 10

月公表予定） 

工学部 
推薦入試、帰国子女入試 面接、基礎学力確認試験 

http://www.kitami-it.ac.jp/info/bosyuyoko/（募集要項は 10

月公表予定） 

工学部 私費外国人留学生入試 日本留学試験 http://www.kitami-it.ac.jp/info/nyushi-ryugaku/ 

工学部 編入学（推薦入試、社会人特

別入試） 
面接 http://www.kitami-it.ac.jp/info/hennyu/ 

工学部 編入学（学力試験入試） 学力検査、面接 http://www.kitami-it.ac.jp/info/hennyu/ 

大学院工学研究科博士前期

課程 

一般入試（学力試験入試、学

部 3年次学生対象入試、外国

人留学生特別入試） 

学力検査、面接 http://www.kitami-it.ac.jp/info/nyushi-daigakuin/ 



別紙様式５－２－１ 
北見工業大学 

大学院工学研究科博士前期

課程 

一般入試（推薦入試、ユニバ

ーサルコース入試、高等専

門学校専攻科生特別入試） 

面接 http://www.kitami-it.ac.jp/info/nyushi-daigakuin/ 

大学院工学研究科博士後期

課程 

一般入試、社会人特別入試、

外国人留学生入試 
面接（口頭試問） http://www.kitami-it.ac.jp/info/nyushi-daigakuin/ 

 



別紙様式６－４－４ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－４ 学位授与方針及び教育課程方針に則して、適切な授業形態、学習指導法が採用されていること 
 

分析項目６－４－４ 教育上主要と認める授業科目は、原則として専任の教授・准教授が担当していること 

 

【分析の手順】 

・教育上主要と認める授業科目の定義を確認する。 

・教育上主要と認める授業科目への専任の教授又は准教授の配置状況（該当する授業科目数、そのうち専任の教授又は准教授が担当する科目数、専任の講師

が担当する科目数）を確認する。 

※実際に授業を担当しない場合でも、専任の教授又は准教授が授業の内容、実施、成績に関して責任を持っている場合は、その授業科目を分析項目の状況に

準ずるものとして分析することが可能 

 

・教育上主要と認める授業科目（別紙様式６－４－４） 

教育研究上の基本組織 

又は 教育課程 
教育上主要と認める授業科目の定義 授業科目数 

専任の教授又は准教授が 

担当する科目数 
備考 

地球環境工学科 必修科目のうちの専門科目と定義した。 47 科目 47 科目  

地域未来デザイン工学科 必修科目のうちの専門科目と定義した。 63 科目 63 科目  

機械工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

社会環境工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

電気電子工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

情報システム工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

バイオ環境化学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

マテリアル工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 2 科目 2 科目  

生産基盤工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 3 科目 3 科目  

寒冷地・環境・エネルギー工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 3 科目 3 科目  



別紙様式６－４－４ 
北見工業大学（工学部） 

医療工学専攻 必修科目のうちの専門科目と定義した。 3 科目 3 科目  

※基本組織の中で複数の課程に分かれている場合は、適宜行を追加し作成してください。ただし、教育課程方針の策定単位との整合性に留意してください。 

 



別紙様式６－５－１ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－１ 学生のニーズに応え得る履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていること 

 

【分析の手順】 

・ガイダンス、担任制、学習成果の状況の組織的把握と対応、学習計画の指導、能力別クラス分け、基礎学力不足の学生に対する指導、助言が行われてい

ることを確認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、そのための履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていることを確認する。 

・授業科目への学術の発展動向（担当教員の研究成果を含む。）の反映、他学部の授業科目の履修、編入学や秋期入学への配慮、修士（博士前期）課程教育

との連携、国内外の他大学との単位互換・交換留学制度の実施、ダブル・ディグリー制度の導入等の取組を積極的に行っている場合は、その状況につい

ても確認する。 

 

・履修指導の実施状況（別紙様式６－５－１） 

取組 実施組織 実施状況 

新入生ガイダンス 工学部 年度当初 学部（1回）、大学院（1回） 

個別担任制 工学部 1 人の教員が、一学年あたり 5人の学生の担任となり、修学指導等実施 

習熟度別クラス分け 工学部 英語について、入学直後に課す一斉テストの結果により、5段階に分けて実施 

リメディアル教育 工学部 英語、数学、物理について、一定成績以下の学生に対し実施 

修士（博士前期）課程教育との連携 工学部 本学学部 4 年次に在籍し、大学院博士前期課程推薦入試に合格した学生が、4 年次後期に進学予定専

攻の科目について 6単位を上限に受講し、当該大学院課程の各専攻の修了要件に含めることができる。 

国内の他大学との単位互換 

工学部、工学研究科 

単位互換協定を締結している大学・大学院と実施 

平成 30 年度派遣延べ人数：50 人 

平成 30 年度受入延べ人数：39 人 

国外の他大学との単位互換・交換留学制度の

実施 
地域連携・国際交流委員会 

国際交流協定締結校との覚書に従い、交換留学を実施している。 

平成 30 年度派遣：ポーランド 1人、ドイツ 2人 



別紙様式６－５－１ 
北見工業大学（工学部） 

平成 30 年度受入：韓国 7人、台湾 2人、中国 8人、モンゴル 2人 

 



別紙様式６－５－２ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－２ 学生のニーズに応え得る学習相談の体制を整備し、助言、支援が行われていること 

 

【分析の手順】 

・オフィスアワーの設定、ネットワークを活用した学習相談等、各大学固有の事情等に応じて、学習相談、助言等の学習支援が行われているかについて確

認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、学習相談の体制を整備し、学習相談、助言等の学習支援が行われていることを確認する。 

 

・学習相談の実施状況（別紙様式６－５－２） 

取組 実施組織 実施状況 

オフィスアワー 工学部 全教員が任意の時間帯を設定し、学生からの相談に対応している。平成 30 年度の学習指導に関する実

績は、前期で 1,067 件、後期で 935 件、合計 2,002 件の相談件数となっている。 

学生よろず相談室 工学部 9 人の教員が、週 3 回 16：30～17：30 の 1 時間持ち回りで学生からの相談に対応している。平成 30

年度の対応実績は 4件となっている。 

 



別紙様式６－５－３ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－３ 社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組を実施していること 

 

【分析の手順】 

・インターンシップ等の実施状況を確認する。 

・その他教育課程の目的に応じた取組を確認する。 

 

・社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組（別紙様式６－５－３） 

取組 実施組織 実施状況 

キャリアデザイン科目の開設 学生支援室 学部 1～3年前期通年科目（必修）：履修者数 年間約 1,200 人 

インターンシップ 就職支援室 国内 107 施設 119 人 

 



別紙様式６－５－４ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－４ 障害のある学生、留学生、その他履修上特別な支援を要する学生に対する学習支援を行う体制を整えていること 

 

【分析の手順】  

・履修上特別な支援を要する学生への学習支援については、あらかじめこれらの学生の人数等に関するデータを把握した上で、各大学固有の事情等に応じ

て行われている学習支援の実施状況について確認する。 

・特に障害のある学生については、関係法令の趣旨を考慮して確認する。 

・その他履修上特別な支援を行うことが必要と考えられる学生が現在在籍していない場合でも、各大学固有の事情等に応じて学習支援を行うことのできる

状況にあるかについて確認する。 

※施設・設備のバリアフリー化への対応については、基準４－１において確認 

 

・履修上特別な支援を要する学生等に対する学習支援の状況（別紙様式６－５－４） 

対象 実施組織 実施状況 

障害のある学生 障がい学生支援室 先天性ミオパチー（筋力低下を伴う難病）に伴う体育の実施の配慮、講義室間の移動等の電動車椅子

利用のほか個別支援チームを立ち上げて対応している。 

聴覚障がい学生に対する授業の際のパソコンテイカーの配置（詳細 根拠資料 6-5-4-1） 

留学生 国際交流センター チューターの配置 

その他履修上特別な支援を要する学生 障がい学生支援室 ADHD、アスペルガーの診断を受けた学生に対して、筆記速度が遅いためパソコン利用を認めた。 

 



別紙様式６－８－１ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－１ 標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率、資格取得等の状況が、大学等の目的及び学位授与

方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・学部、研究科等ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）を算出し確認する。 

・大学等の目的及び学位授与方針に則した資格の取得者数を確認する（卒業が受験資格となるものは必須）。 

・大学院課程においては、研究活動の実績の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであることを確認する。 

 

工学部 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（※１）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

74.6 75.5 75.9 73.3 72.0 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（※２）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

79.7 83.6 85.5 86.6 85.8 

 

 

 

 

 



別紙様式６－８－１ 
北見工業大学（工学部） 

博士前期課程 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（※１）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

92.5 93.2 91.2 92.9 90.7 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（※２）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

95.9 92.5 95.1 93.1 94.9 

 

 

 

博士後期課程 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（※１）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

62.5 72.7 42.9 66.7 66.7 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（※２）（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

60.0 53.3 87.5 81.8 85.7 

 

 



別紙様式６－８－２ 
北見工業大学（工学部） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－２ 就職（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・就職率（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学率の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

・就職先、進学先の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

 

・就職率(就職希望者に対する就職者の割合)及び進学率の状況（別紙様式６－８－２） 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 主な進学先/就職先 

卒業者（A） ３８５ ３８９ ３８２ ３７９ ３６８  

進学者（B） １０７ １１１ １１８ １３３ １２２ 北見工業大学大学院工学研究科 

北海道大学大学院 進学率（B/A） ２７．８ ２８．５ ３０．９ ３５．１ ３３．２ 

就職希望者（C） ２６１ ２６７ ２５４ ２３６ ２２６ 製造業（ﾄﾖﾀ自動車(株)、(株)ﾃﾞﾝｿｰ） 

建設業（鹿島建設(株)、(株)大林組） 

情報通信業（NTT 東日本ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社） 

公務（北海道開発局、北海道庁） 

就職者（D） ２４７ ２４９ ２４８ ２３６ ２２４ 

卒業者に対する就職率（D/A） ６４．２ ６４．０ ６４．９ ６２．３ ６０．９ 

就職希望者に対する就職率（D/C） ９４．６ ９３．３ ９７．６ １００．０ ９９．１ 
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生産基盤工学専攻（Ｄ） 平成22年度 北海道北見市公園町165 番地

医療工学専攻（Ｄ） 平成22年度 北海道北見市公園町165 番地

1

寒冷地・環境・エネルギー工学専攻（Ｄ） 平成22年度 北海道北見市公園町165 番地

助手

工学研究科博士前期課程 79 44 7 86

バイオ環境化学専攻（Ｍ） 平成24年度 北海道北見市公園町165 番地
マテリアル工学専攻（Ｍ） 平成24年度 北海道北見市公園町165 番地

情報システム工学専攻（Ｍ）

―

―

北海道北見市公園町165 番地
北海道北見市公園町165 番地
北海道北見市公園町165 番地

備 考

備 考

北海道北見市公園町165 番地

― ― ― ―

0 0 00 0

備 考専任
教員

基準数うち
教授数

うち実務家
専任教員数

うち
教授数

うち実務家
教員数

うちみなし
専任教員数

うちみなし
教員数

非常勤
教員

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称

専　　任　　教　　員

助手

― ― ― ―

計 0 0 0

― ―

0

計 130 88 38 168 36 27 27 63 0

3 3 79 13 4

　　機械工学専攻（Ｍ）

　　社会環境工学専攻（Ｍ）

　　電気電子工学専攻（Ｍ）

　　情報システム工学専攻（Ｍ）

　　バイオ環境化学専攻（Ｍ）

　　マテリアル工学専攻（Ｍ）

工学研究科博士後期課程

　　生産基盤工学専攻（Ｄ）

　　寒冷地・環境・エネルギー工学専攻（Ｄ） 17 11
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備 考研究指導
教員

研究指導
補助教員 計

研究指導
教員

基準数

研究指導
補助教員
基準数

基準数計うち
教授数

うち
教授数

非常勤
教員

研究指導教員及び研究指導補助教員

教
員
組
織

学
士
課
程

学部・学科等の名称
専　　任　　教　　員　　等 非常勤

教員教授 准教授 講師

0 11

13 7 0 12

助教 計 基準数 助手うち教授数

15

工学部地域未来デザイン工学科 24

0

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地

―

学生募集停止中の学部・研究科等

工学部　機械工学科（平成29年度学生募集停止，在学生数104人）、社会環境工学科（平成29年度学生募
集停止，在学生数106人）、電気電子工学科（平成29年度学生募集停止，在学生数118人）、情報システム
工学科（平成29年度学生募集停止，在学生数76人）、バイオ環境化学科（平成29年度学生募集停止，在
学生数63人）、マテリアル工学科（平成29年度学生募集停止，在学生数60人）

別
科
・
専
攻
科
等

― ―

―

―

別科・専攻科等の名称 開設年月日 所　　在　　地

平成29年度

平成29年度

北海道北見市公園町165 番地
北海道北見市公園町165 番地

平成24年度

備 考

地域未来デザイン工学科

機械工学専攻（Ｍ） 平成24年度

社会環境工学専攻（Ｍ） 平成24年度

電気電子工学専攻（Ｍ） 平成24年度

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式１（令和元年５月１日現在）

事 項 記 入 欄 備 考

大 学 の 名 称 北見工業大学

学 校 本 部 の 所 在 地 北海道北見市公園町165 番地

教
育
研
究
組
織

学
士
課
程

学部・学科等の名称 開設年月日 所　　在　　地

工学部

地球環境工学科

備 考

工学研究科博士前期課程

工学研究科博士後期課程

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地

（大学全体の収容定員に応じた教員数）

備 考

22 1 21 68

51 12 6工学部地球環境工学科 19 17 0

専任教員一人
あたりの在籍

学生数

―

計 43 39 1 36 119

― ― ― ―

44 23 0

19 10 ―

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称

　　医療工学専攻（Ｄ） 4 4



㎡ ㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

室

室 室 室 室 室

〔 43,242 〕 冊 〔 5,983 〕 種 〔 4,719 〕 種

〔 〕 〔 〕 〔 〕

〔 〕 〔 〕 〔 〕

〔 43,242 〕 〔 5,983 〕 〔 4,719 〕

㎡

［注］
１　学部・学科、大学院研究科・専攻、別科・専攻科、研究所等ごとに記載してください（通信教育課程を含む）。
２　教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、教職科目等を担当する独立の組織や、附置研究所、附属病院等がある場合には、
　　「別科・専攻科等」の欄に記載してください。
３　所在地について、２以上の校地において行う場合で当該校地にキャンパス名称があれば、当該所在地の後に「○○キャンパス」
　　と記載してください。
４

５　専任教員数の記入に際しては、休職、サバティカル制度等により一時的に大学を離れている場合も専任教員に算入してください。
　　ただし、大学設置基準第１１条における「授業を担当しない教員」については含めないでください。
６　「非常勤教員」の欄には、客員教員や特任教員等で専任の教員は含みません。
７　他の学部・学科等に所属する専任の教員であって、当該学部・学科等の授業科目を担当する教員（兼担）は、「非常勤教員」の欄
　　には含めないでください。また、「専任教員等」の各欄にも含めないでください。

101

席

図書〔うち外国書〕 学術雑誌〔うち外国書〕

体育館その他の施設 体育館面積

本部キャンパス 2,366

計 182,329 8,306

図
書
館
・
図
書
資
料
等

図書館等の名称

図書館等の名称

北見工業大学図書館 182,329 8,306

㎡ 418

面積 閲覧座席数

電子ジャーナル〔うち国外〕

情報処理学習施設 語学学習施設

本部キャンパス教室等施設 26 20 297 4

4,719

4,719

サテライトキャンパス

2,908

実験実習室

0 61,826

1

備 考

校舎敷地面積 ― 443,793 0 0 443,793

その他 ― 3,718 0 0 3,718

校地面積計 19,080 479,969 0 0 479,969

0 36,176

共用する他の学校等の専用 計

校
　
　
舎
　
　
等

区　　　分 基準面積 専用 共用 共用する他の学校等の専用

教
員
研
究
室

学部・研究科等の名称 室　　　数

計

校舎面積計 24,059 61,826 0

教
室
等
施
設

区　　　分 講義室 演習室

北見工業大学図書館

校
地
等

区　　　分 基準面積 専用 共用

運 動 場 用 地 ― 36,176 0

工学部

 教員組織の欄には、教育研究組織の欄で記載した組織単位で専任教員数を記入してください。また、上記２に記載した、
 学部教育を担当する独立の組織がある場合には､組織名は、「学部・学科等の名称」の欄に「その他の組織等（◯○）」と記載
  し、専任教員数を記載してください。なお、その場合は、「基準数（及び「教授数」）」の欄は「―」としてください。

　
施
設
・
設
備
等

　
施
設
・
設
備
等

８　専任教員、研究指導教員及び研究指導補助教員の基準数については、それぞれ以下に定める教員数を記載してください。
　　・大学設置基準第１３条別表第一及び別表第二(備考に規定する事項を含む。)

 ・大学院設置基準第９条の規定に基づく「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件」（平成11年文部省告示
　 第175号）別表第一、別表第二及び別表第三(備考に規定する事項を含む。)
 ・「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成15年文部科学省告示第53号）第１条及び第２条

16　「教員研究室」の欄は、専任教員数に算入していない教員の研究室は記入する必要はありません。なお、複数の助教等が共同して
　　１室で執務する場合は、教員数を室数に換算してください。

　　　（平成15年文部科学省告示第53号）第２条に定める実務の経験及び高度の実務の能力を有する専任教員（実務家専任教員）、
　　及び１年につき６単位以上の授業科目を担当し教育課程の編成その他専門職学位課程を置く組織の運営に責任を担う専任教員
　　以外の者（みなし専任教員）の教員数を記入してください。
10　「専任教員１人あたりの在籍学生数」の欄には、様式２の在籍学生数／本表の専任教員数計により、算出してください。
11　「校舎敷地面積」、「運動場用地」の欄は、大学設置基準上算入できるものを含めてください。

15　「基準面積」の欄は、大学設置基準第３７条における「大学における校地」の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の
　　面積を除く。）または大学通信教育設置基準第１０条の校舎等の施設の面積としてください。

14　校地面積、校舎面積の「専用」の欄には、当該大学が専用で使用する面積を記入してください。「共用」の欄には、当該大学が
　　他の学校等と共用する面積を記入してください。「共用する他の学校等の専用」の欄には、当該大学の敷地を共用する他の学校等
　　が専用で使用する敷地面積を記入してください。

12　寄宿舎その他大学の附属病院以外の附属施設（大学設置基準第３９条第１項を参照）用地、附置研究所用地、駐車場、大学生協用地
　　など大学設置基準上「校地」に算入できない面積は「校地等」の「その他」の欄に記入してください。
13　「校舎面積計」の欄は、学校基本調査の学校施設調査票（様式第２０号）における学校建物の用途別面積の「校舎」の面積の合計
　　としてください。

９　「うち実務家専任教員数」「うちみなし専任教員数」の欄については、「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」

 ・大学通信教育設置基準第９条別表第一(備考に規定する事項を含む。)



学
部
名

学
科
名

項目 31年度 30年度 29年度 28年度 27年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 1,057 1,042 709 ― ―
合格者数 337 321 328 ― ―
入学者数 198 194 194 ― ―
入学定員 190 190 190 ― ―

入学定員充足率 104% 102% 102% 0% #VALUE!
在籍学生数 575 387 194 ― ―
収容定員 580 380 190 ― ―

収容定員充足率 99% 102% 102% #VALUE! #VALUE!
志願者数 1,254 1,158 1,244 ― ―
合格者数 363 350 402 ― ―
入学者数 221 218 238 ― ―
入学定員 220 220 220 ― ―

入学定員充足率 100% 99% 108% #VALUE! #VALUE!
在籍学生数 661 451 238 ― ―
収容定員 660 440 220 ― ―

収容定員充足率 100% 103% 108% #VALUE! #VALUE!
志願者数 ― ― ― 987 999
合格者数 ― ― ― 274 281
入学者数 ― ― ― 171 177
入学定員 ― ― ― 160 160

入学定員充足率 #VALUE! #VALUE! #VALUE! 107% 111%
在籍学生数 204 385 558 730 728
収容定員 170 340 500 660 660

収容定員充足率 120% 113% 112% 111% 110%
志願者数 ― ― ― 873 753
合格者数 ― ― ― 241 211
入学者数 ― ― ― 150 139
入学定員 ― ― ― 140 140

入学定員充足率 #VALUE! #VALUE! #VALUE! 107% 99%
在籍学生数 188 333 477 632 629
収容定員 140 280 420 560 560

収容定員充足率 134% 119% 114% 113% 112%
志願者数 ― ― ― 579 595
合格者数 ― ― ― 191 199
入学者数 ― ― ― 106 112
入学定員 ― ― ― 110 110

入学定員充足率 #VALUE! #VALUE! #VALUE! 96% 102%
在籍学生数 117 227 353 465 487
収容定員 110 220 330 440 440

収容定員充足率 106% 103% 107% 106% 111%

志願者数 2,311 2,200 1,953 2,439 2,347
合格者数 700 671 730 706 691
入学者数 419 412 432 427 428
入学定員 410 410 410 410 410

入学定員充足率 102% 100% 105% 104% 104%
在籍学生数 1,745 1,783 1,820 1,827 1,844
収容定員 1,660 1,660 1,660 1,660 1,660

収容定員充足率 105% 107% 110% 110% 111%

H29年度に改組のた
め、新旧学科併存
編入学分の収容定
員は、工学部全体で
10人/年のため、便
宜上本欄に記載

#VALUE!

情
報
電
気
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
系

H29年度に改組のた
め、新旧学科併存
H28年度は政府派遣
1名あり、志願者数・
合格者数には含め
ないが入学者数に

は含む

#VALUE!

バ

イ

オ

環

境

・

マ

テ

リ

ア

ル

系

H29年度に改組のた
め、新旧学科併存

#VALUE!

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式２（令和元年１０月１日現在）

備　考

工

学

部

地
球
環
境
工
学
科

H29年度に改組のた
め、新旧学科併存及
び完成年度に達して
いない編入学分の
収容定員は、工学部
全体で10人/年のた
め、便宜上本欄に記

載

#VALUE!

地
域
未
来
デ
ザ
イ
ン
工
学
科

H29年度に改組のた
め、新旧学科併存及び
完成年度に達していな

い
H31年度は政府派遣1
名あり、志願者数・合
格者数には含めない
が入学者数には含む

#VALUE!

機
械
・
社
会
環
境
系

学　部　合　計 1



＜編入学＞

学
部
名

学
科
名

項目 31年度 30年度 29年度 28年度 27年度

入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） 4 ― ― ― ―
入学定員（３年次） 10 ― ― ― ―
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―

入学定員（２年次） ― ― ― ― ―

入学者数（３年次） 8 ― ― ― ―

入学定員（３年次） 0 ― ― ― ―

入学者数（４年次） ― ― ― ― ―

入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 3 1 1 0
入学定員（３年次） ― 10 10 10 10
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 5 2 0 1
入学定員（３年次） ― 0 0 0 0
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 2 1 1 0
入学定員（３年次） ― 0 0 0 0
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 3 0 1 2
入学定員（３年次） ― 0 0 0 0
入学者数（４年次） ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 0 0 0 0
入学定員（３年次） ― 0 0 0 0
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―
入学者数（２年次） ― ― ― ― ―
入学定員（２年次） ― ― ― ― ―
入学者数（３年次） ― 0 0 0 1
入学定員（３年次） ― 0 0 0 0
入学者数（４年次） ― ― ― ― ―
入学定員（４年次） ― ― ― ― ―

入学者数（２年次） 0 0 0 0 0
入学定員（２年次） 0 0 0 0 0
入学者数（３年次） 12 13 4 3 4
入学定員（３年次） 10 10 10 10 10
入学者数（４年次） 0 0 0 0 0
入学定員（４年次） 0 0 0 0 0

電
気
電
子
工
学
科

入学定員は、全6学科で10人

情

報

シ

ス

テ

ム

工

学

科

入学定員は、全6学科で10人

バ

イ

オ

環

境

化

学

科

入学定員は、全6学科で10人

備　考

工
学
部

地
球
環
境
工
学
科

入学定員は、全2学科で10人のた
め、便宜上本欄に記載

地
域
未
来
デ
ザ
イ
ン
工
学
科

入学定員は、全2学科で10人

機
械
工
学
科

入学定員は、全6学科で10人のた
め、便宜上本欄に記載

社
会
環
境
工
学
科

入学定員は、全6学科で10人

マ

テ

リ

ア

ル

工

学

科

入学定員は、全6学科で10人

学　部　合　計



学
部
名

学
科
名

項目 31年度 30年度 29年度 28年度 27年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 25 28 23 35 36
合格者数 25 28 22 25 28
入学者数 24 28 19 24 28
入学定員 22 22 22 22 22

入学定員充足率 109% 127% 86% 109% 127%
在籍学生数 53 48 41 51 53
収容定員 44 44 44 44 44

収容定員充足率 120% 109% 93% 116% 120%
志願者数 30 27 26 17 17
合格者数 27 25 26 17 15
入学者数 23 23 21 17 13
入学定員 20 20 20 20 20

入学定員充足率 115% 115% 105% 85% 65%
在籍学生数 47 44 39 29 31
収容定員 40 40 40 40 40

収容定員充足率 118% 110% 98% 73% 78%
志願者数 20 19 17 18 22
合格者数 20 19 17 18 19
入学者数 18 19 15 14 19
入学定員 20 20 20 20 20

入学定員充足率 90% 95% 75% 70% 95%
在籍学生数 37 34 28 34 36
収容定員 40 40 40 40 40

収容定員充足率 93% 85% 70% 85% 90%
志願者数 14 19 23 18 13
合格者数 14 18 21 15 11
入学者数 14 17 19 13 8
入学定員 16 16 16 16 16

入学定員充足率 88% 106% 119% 81% 50%
在籍学生数 34 34 31 22 26
収容定員 32 32 32 32 32

収容定員充足率 106% 106% 97% 69% 81%
志願者数 12 18 19 16 22
合格者数 11 18 17 13 22
入学者数 11 18 16 10 19
入学定員 18 18 18 18 18

入学定員充足率 61% 100% 89% 56% 106%
在籍学生数 28 35 27 31 29
収容定員 36 36 36 36 36

収容定員充足率 78% 97% 75% 86% 81%
志願者数 23 34 23 21 19
合格者数 23 30 22 19 17
入学者数 23 26 21 18 16
入学定員 16 16 16 16 16

入学定員充足率 144% 163% 131% 113% 100%
在籍学生数 49 45 42 32 30
収容定員 32 32 32 32 32

収容定員充足率 153% 141% 131% 100% 94%

志願者数 124 145 131 125 129
合格者数 120 138 125 107 112
入学者数 113 131 111 96 103
入学定員 112 112 112 112 112

入学定員充足率 101% 117% 99% 86% 92%
在籍学生数 248 240 208 199 205
収容定員 224 224 224 224 224

収容定員充足率 111% 107% 93% 89% 92%

学
部
名

学
科
名

項目 31年度 30年度 29年度 28年度 27年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 6 5 2 3 4
合格者数 6 5 2 2 4
入学者数 6 5 2 2 4
入学定員 3 3 3 3 3

入学定員充足率 200% 167% 67% 67% 133%
在籍学生数 12 11 10 10 13
収容定員 9 9 9 9 9

収容定員充足率 133% 122% 111% 111% 144%
志願者数 5 5 5 8 4
合格者数 5 5 5 8 4
入学者数 5 5 5 8 4
入学定員 3 3 3 3 3

入学定員充足率 167% 167% 167% 267% 133%
在籍学生数 21 18 18 20 17
収容定員 9 9 9 9 9

収容定員充足率 233% 200% 200% 222% 189%
志願者数 0 2 1 4 4
合格者数 0 2 1 4 4
入学者数 0 2 1 4 3
入学定員 2 2 2 2 2

入学定員充足率 0% 100% 50% 200% 150%
在籍学生数 7 9 11 9 11
収容定員 6 6 6 6 6

収容定員充足率 117% 150% 183% 150% 183%

志願者数 11 12 8 15 12
合格者数 11 12 8 14 12
入学者数 11 12 8 14 11
入学定員 8 8 8 8 8

入学定員充足率 138% 150% 100% 175% 138%
在籍学生数 40 38 39 39 41
収容定員 24 24 24 24 24

収容定員充足率 60% 158% 163% 163% 171%
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［注］
１　学生を募集している学部・学科（課程）、研究科・専攻、専攻科・別科等ごとに行を追加して作成してください。

２　昼夜開講制をとっている学部については、昼間主コースと夜間主コースにそれぞれ分けて記入してください。
３　学部、学科の改組等により、新旧の学部、学科が併存している場合には、新旧両方を併記し、「備考」に記載してください。
４　学部・学科、研究科・専攻等が完成年度に達していない場合、その旨を備考に記載してください。
５　募集定員が若干名の場合は、「0」と記載し、入学者数については実入学者数を記載してください。
６　入学定員充足率は、入学定員に対する入学者の割合、収容定員充足率は、収容定員に対する在籍学生数の割合としてください。
７　入学定員に対する平均比率は、過去５年分の入学定員に対する入学者の比率を平均したものが自動計算されます。
８　最新年度の秋入学については別途確認します。

　　ただし、学科等を追加する場合は、直下に追加しないと集計値がずれてしまうので、注意して下さい。
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